
第６回「安心・活力・発展プラン２０１５」推進委員会 
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  １ 開 会 

 

  ２ 知事あいさつ 

 

  ３ 議 事 
 

（１）新型コロナウイルス感染症対策と社会経済再活性化について 

（２）令和 4 年度当初予算案について 
 

  ４ 閉 会 
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No. 団体・役職名 氏　　名 備考 No. 団体・役職名 氏　　名 備考

1 八鹿酒造株式会社　代表取締役社長 麻生　益直 19 日本労働組合総連合会大分県連合会　会長 佐藤　寛人

2 日出町社会福祉協議会　子育て支援課長 阿部　敬子 20 有限会社お花屋さんぶんご清川　取締役 鈴木　恵

3 一般社団法人別府市産業連携・協働プラットフォームB-biz LINK　コーディネーター 池田　佳乃子 欠席 21 株式会社モノリス　代表取締役 武田　喜一郎

4 一般社団法人ゆれる　代表 小笠原　順子 22 特定非営利活動法人　地域ひとネット　代表理事 谷川　真奈美

5 一般社団法人ＮＩＮＡＵ　代表理事 岡野　涼子 23 大分大学　減災・復興デザイン教育研究センター　次長・教授 鶴成　悦久

6 丸果大分大同青果株式会社　代表取締役社長 小野　秀幸 24 株式会社西石油　代表取締役社長 西　貴之

7 株式会社ネオマルス　代表取締役 甲斐　武彦 25 ニシジマ精機株式会社　代表取締役社長 西嶋　真由企

8 一般財団法人セブン－イレブン記念財団　九重ふるさと自然学校　代表 川野　智美 欠席 26 株式会社大分銀行　相談役 姫野　昌治

9 株式会社GREEN CIRCLE　取締役社長 神鳥　絵里 27 ＥＮＥＯＳ株式会社　執行役員大分製油所長 宮澤　章 欠席

10 大分大学　学長 北野　正剛 28 合同会社アイ・ジー・シー　代表社員 宮脇　恵理 欠席

11 弁護士法人清源法律事務所　代表者　社員弁護士 清源　万里子 29 ＦＩＧ株式会社　代表取締役社長 村井　雄司 欠席

12 大分県社会福祉協議会　会長 草野　俊介 30 社会福祉法人シンフォニー　理事長 村上　和子

13 久大林産株式会社　代表取締役 工藤　洋一 31 ＮＰＯ法人ｄｅｎｋ-ｐａｕｓｅ
デンク-パウゼ

　代表 八坂　千景 欠席

14 株式会社AGC　代表 黒田　春麗 32 ＮＰＯ法人ＢＥＰＰＵ ＰＲＯＪＥＣＴ　代表理事 山出　淳也

15 株式会社玉の湯　代表取締役 桑野　和泉 33 大分海区漁業調整委員 山本　勇 欠席

16 大分県私学協会　理事長 小山　康直 34 日本文理大学　学長室長・教育推進センター長・工学部教授 吉村　充功

17 大分県医師会　会長 近藤　稔 欠席 35 大分県商工会議所連合会　会長 吉村　恭彰

18 株式会社豊和銀行　取締役頭取 権藤　淳

委員名簿
（五十音順、敬称略）
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No. 団体・役職名

1 大分県知事 広 瀬 勝 貞

2 企業局長 浦 辺 裕 二

3 病院局長 井 上 敏 郎

4 教育長 岡本 天津男

5 警察本部長 松 田 哲 也

6 総務部長 和 田 雅 晴

7 企画振興部長 大 塚 浩

8 福祉保健部長 山 田 雅 文

9 生活環境部長 磯 田 健

10 商工観光労働部長 高 濱 航

11 農林水産部長 佐 藤 章

12 土木建築部長 島 津 惠 造

13 会計管理者兼会計管理局長 森 山 成 夫

14 生活環境部防災局長 梶 原 文 男

15 商工観光労働部審議監兼観光局長 秋 月 久 美

16 福祉保健部理事兼審議監（保健担当） 藤 内 修 二

17 企画振興部政策企画課長 石 井 聖 治

県関係者名簿

氏　　名
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新型コロナウイルス感染症に関する今後の対応

重点的取組事項

幼児教育・保育施設

◎ クラスで一人でも感染者が出て、感染の拡大が懸念される場合は、

当該クラスは５日間、登園を自粛 （３月６日（日）まで）

高齢者施設

◎ 特別養護老人ホーム等の高齢者入所施設に対して、抗原検査キット

１万個を追加配布

◎ 入所者と接する職員は有症状・無症状にかかわらず、一斉検査を実施

ワクチン接種

◎ 各市町村では、２回目接種から６ヶ月を経過した方へ接種券を前倒し発送

◎ 県営ワクチン接種センターは２月１７日から毎日接種に拡大

資料１9



令和3年度 社会経済再活性化にかかる主な 援策

分

野

横

断

的

な

支

援

支援メニュー 支援内容 予算額(百万円) 実施時期

 活福祉資 特例貸付
【概 要】収 減少により、 計維持のための貸付を必要とする世帯への無利 貸付
【上限額】（緊急  資 ）20万円 ［貸付回数］１回のみ

（総合 援資 ）20万円／月 ［貸付期間］通算最大９か月（※）
※R4.1 以降は初回貸付（最 ３か ）のみ受付

17,200 R元年度 

新型コロナウイルス感染症生活困窮
者   援 

【対 象】 活福祉資 特例貸付の借 額が限度額に達している世帯
【上限額】10万円／月 【支給期間】原則３か月（再支給を実施する場合は最大６か月) 50 7月 3月

住 税 課税世帯等に対する臨
時特別給付 【対 象】令和3年度分の住 税が非課税である世帯等 【支給額】1世帯当たり10万円 － 1  9月

子育て世帯生活支援特別給付 【対 象】18歳以下の子どもがいる低所得世帯 【上限額】子ども1人当たり5万円 40 R2年度 

 育て世帯臨時特別給付 【対 象】18歳以下の子どもがいる世帯 【支給額】子ども1人当たり10万円 － 12  3月

雇 調整助成 （国） 【概 要】被雇用者への休業手当等に対する支援
【上限額】1人当たり11,000円/日（特に業況が厳しい企業15,000円/日） － R2年度 

事業復活 援 （国） 【対 象】R3.11 R4.3月の売上が30%以上減少した事業者
【上限額】法人60 250万円、個人事業者30 50万円 － R4.1  

地域消費喚起プレミアム商品券支
援事業

【概 要】個人消費の活性化を図るため、市町村と連携し、プレミアム商品券事業を実施
【助成率】プレミアム率の20％分 2,450 12  

分

野

別

の

支

援

観 光 新しいおおいた旅割 旅 代 への助成 【補助率】1/2 【限度額】5千円/ ・泊
クーポン券の発 【限度額】2千円/ ・泊 3,705 R2年度 

飲 食
時短要請協  【概 要】営業時間短縮要請(第5期 1/27 2/20)に応じた飲 店等への協  

【給付額】2.5 10万円/日 ※大企業は上限20万円/日 5,565 R4.2月 

「安 はおいしいプラス」認証制度推
進事業

【概 要】飲 店における認証制度の創設、設備導 経費への助成
【補助率】10/10  【上限額】30万円 ※補助申請は1 末で受付終了、認証申請は受付中 1,285 6  

農林
水産
業

The・おおいたブランドPR推進事業
【概 要】県内宿泊者向けに県産農林 産物のプレゼント、ＥＣサイトでの特別販売など
【宿泊客向け】抽選で１万 に１万円相当の県産農林 産物をプレゼント※一時停止中
【ＥＣサイト】ＪＡタウンにおいて通常価格の３割引（送料無料）で販売

190 R4.1  

芸術
文化 芸術 化活動継続緊急 援事業 【概 要】イベントキャンセル費 の 援 【補助率】10/10 【上限額】300万円/公演 30 6  

資料２10



①生活福祉資金の特例貸付（県・社会福祉協議会）
○休業や失業等により、一時的又は継続的に収入が減少した世帯の生計維持を図るため、特例貸付を実施
（貸付額）緊急小口資金 上限２０万（１回のみ）、

総合支援資金 単身世帯 上限１５万／月、２人以上世帯 上限２０万／月（通算最大９か月※）
※令和４年１ 以降は初回貸付（最 ３か ）のみ受付

（償還免除）償還時において住民税非課税の世帯（申請要）

②新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給（県（町村分）・市）

○生活福祉資金の借入額が限度額に達している世帯等の就労による自立を図るため、自立支援金を支給
（支給額）単身世帯 ６万／月、２人世帯 ８万／月、３人以上世帯 １０万／月
（支給期間）原則３か月（再支給を実施する場合は最大６か月）
（受付期間）令和４年３月末まで

③住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の支給（市町村）

○令和３年度分の住 税が 課税である世帯及び新型コロナの影響を受け家計が急変し、住民税非課税世帯と同様
の事情にある世帯に対し、１世帯当たり１０万円の特別給付 を 給

・住民税非課税世帯 市町村から送付される振込先等確認書の返送が必要
・家計急変世帯  申請に基づき支給（令和４年９月３０日まで）

１ 生活・雇用・事業を支える支援
（１）分野横断的な支援

資料２11



④子育て世帯生活支援特別給付金の支給（県・市町村）

○子ども（18歳以下）がいる低所得世帯へ子ども1人当たり５万円の特別給付金を支給
・ひとり親世帯 令和２年に２回、令和３年４月以降に１回（計３回）

児童扶養手当の受給者等に支給
・ふたり親世帯 令和３年６月以降に１回

直近の所得情報をもとに住民税非課税世帯に支給

⑤子育て世帯臨時特別給付金の支給（市町村）

○子ども（18歳以下）がいる世帯へ子ども1人当たり10万円の特別給付金を支給
・中学生以下（申請不要） 児童手当の受給者に支給（令和３年１２月）
・高校生等（申請要） 申請に基づき支給（令和３年度中）

⑥雇用調整助成金（国）

○1月 3月の特例措置は、助成額の上限等を段階的に縮減
（1人当たり、11,000円 9,000円/日を上限、助成率最大90％）
＊感染拡大している地域・特に業況が厳しい企業についての特例
（1人当たり、15,000円/日を上限、助成率最大100％）

○大分労働局の緊急相談窓口体制の継続

資料２12



⑦事業復活支援金（国）

○コロナの影響により売上が半減した事業者に対し、業種・地域を限定しない支援金を給付
（対象者）R3.11 R4.3のいずれかの月の売上が2018年 2021年の同月比で3０％以上減少者
（給付額）基準期間の売上高－対象月の売上×５
（上限額）法人６０ ２５０万円、個人事業者３０ ５０万円

⑧地域消費喚起プレミアム商品券支援事業（県）

〇市町村が実施するプレミアム商品券のプレミアム率２０％分を県が助成、事務費の1/2を補助
→市町村は準備が整い次第、それぞれ商工団体等を通してプレミアム商品券を発行

※居住地以外の市町村の商品券も購入可能

⑨県制度資金の新設・延長（県）

○制度資金の新設による、借入金の返済支援を実施
※ 新設資金 「 社会経済再活性化資金」「事業リスタート資金」「定時返済不要短期資金」

○低利融資「新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金」
※ 令和３年３月末期限→当面延長

資料２13



＜現状＞
○12月の日本人宿泊者数は、昨年に比べ＋19.3％、一昨年に比べ▲6.5％。

令和3年の日本人宿泊者数は、対前年比▲7.4％で過去最低を更新。ただし、3月から12月
までの10か月間でみれば、対前年比＋8.3％。（暫定値）

○県内の宿泊施設においてこれまで、クラスターは発生していない。

＜課題＞
○全国に先駆けて「安心のおもてなし」に取り組んできた

宿泊事業者等の観光需要回復

＜支援策＞
・県民の県内旅行割引をR3.3.20利用分から開始。

・国の地域観光事業支援の３５億円を活用。
・R3.4.1から大幅拡充したが、R3.5.10から利用停止。
・R3.6.14から再開。
・R3.8.18から新規予約を停止。R3.9.23から再開。
・R3.12.6より隣接県に拡大。期間をR4.2.28まで延長。
・R4.1.21から新規予約を停止、R4.1.27から既存予約も停止。
・R4.2.21から再開。期間をR4.3.31まで延長。

（２）各分野の状況及び支援
①観光

（人泊）
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日本人宿泊客の動向
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②飲食
＜現状＞

○感染拡大防止のため飲食店への時短要請 R3.5.12（大分・別府）・5.14（その他）  R3.6.13解除
R3.8.20 R3.9.26解除、R4.1.27 R4.2.20解除

＜課題＞

○時短要請に対する協力金の早期給付

＜支援策＞

○時短要請協力金の給付
申請漏れのないように申請期間を延長（第1・2期→7/30、第3期→10/29）（期限後の申出にも個別に対応）
・第1期(5月分)  申請期間 6/10 7/30 給付対象件数 5,255 給付件数 5,255 給付率 100％（R3.12.16現在）
・第2期(6月分)  申請期間 6/23 7/30 給付対象件数 5,189 給付件数 5,189 給付率 100％（R3.12.16現在）
・第3期(8･9月分)  申請期間 9/13 10/29 給付対象件数 5,323 給付件数 5,323 給付率 100％（R3.12.16現在）
・第4期 (9月分)  申請期間 10/1 10/29 給付対象件数 5,241 給付件数 5,241 給付率 100％（R3.12.16現在）

給付実績 (1 4期) 給付件数 延べ21,008件、給付額 約100億3千万円（R3.12.16現在）

・第5期（1･2月分)  要請期間 1/27 ２/20、申請期間2/21 3/18

○「安心はおいしいプラス」認証制度の創設
飲食店における感染拡大防止対策に取り組むため第三者認証制度を創設。併せて、設備導入へ助成。
・事業者が行う空気清浄機などの設備導入に対しその経費を助成（1店舗あたり上限30万円、補助率10/10）
・認証申請 1/31から当面の間期限延長、補助金申請 1/31受付終了
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③交通
〇バス・タクシーの運送収入は、依然として令和元年度を大きく下回る状況が続く。
〇10月以降の運送収入は、コロナ感染者数の減に伴い改善傾向だったものの、

オミクロン株の流行により再び減少する見込み。

＜現状＞

＜支援策＞
１ 地方バス路線などの欠損額への支援
・既存補助制度を拡充（補助要件 利用者１５人以上/日→未達でも特例支援 等）R3支援 １2系統

２ 利用者の早期回復に向けた企画商品の造成等
・バス会社が造成する旅行商品等を支援（2,000円/人、例 「野外劇場 TAOの丘」日帰りバスツアー）

R3支援実績 26,580人（2/10現在）
・ユニバーサルデザインタクシーの導入支援（国1/3、県1/3） R3支援 30台

【タクシー運送収入】【高速バス運送収入】
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R3年度 492383465563475420558578
R2年度 301328505518518516599547547427423544
R元年度 768751753793812721827784864724672488
(R2)元年度比(％) 39 44 67 65 64 72 72 70 63 59 63 110
(R3)元年度比(％) 64 51 62 71 58 58 67 74
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（単位：百万）

【乗合バス運送収入】
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R元年度 167172176170175166143125143158141110
(R2)元年度比(％) 24 6 16 22 22 26 35 45 40 25 19 55
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R3年度 313174207222190274274258
R2年度 217134203218188259258239230185160337
R元年度 556339328348316396448334345324282333
(R2)元年度比(％) 39 40 62 63 59 65 58 72 67 57 57 101
(R3)元年度比(％) 56 51 63 64 60 69 61 77
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（単位：百万）

3 車両の維持経費等への支援（令和3年度12月補正）
・事業者が保有する車両数に応じて支援金を交付。

・乗合バス 300千円/台 貸切バス 150千円/台 タクシー 100千円/台

・受付期間 R3.12.13 R4.1.31 ・申請台数 乗合バス552台 貸切バス282台 タクシー2,003台
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④農林水産業

・感染拡大等に伴う消費動向の変化を踏まえ、生産や販路の多角化（複合経営、輸出拡大、ネット販売）、消費拡大に取り組
み生産者所得の維持、向上を図る。

《観光客に向けた県産農林水産物のPR「おおいた多美多味(たびたび)キャンペーン(実施期間 1/8 3/13)」》
①県内宿泊観光客に対し抽選で県産農林水産物をプレゼント(和牛、果物、乾椎茸、水産物等1万円相当×1万人)※一時停止中
②ネット販売キャンペーン(ＥＣサイト「ＪＡタウン」内で通常価格の3割引・送料無料で販売) ※実施中

現状（ １月） 課題 支援策

肉

和牛 数量・価格とも減少 流通量拡大に向けた消費対策

県内宿泊者向けに県産農林
水産物のプレゼント

※一時停止中

ＥＣサイトでの特別販売
※実施中

冠地どり 在庫量増 外食自粛による需要減

高級魚

養殖ﾋﾗﾒ 数量・価格ともやや上昇

外食自粛による需要減

関あじ
数量は低位推移、価格はや
や上昇

野菜
果樹

大葉 数量、価格とも上昇 飲食店の需要回復が不透明 量販店での販売促進

かぼす 数量減、価格は上昇 飲食店の需要回復が不透明 多様な販路での販売促進

花き 輪ぎく 数量減、価格は上昇
葬儀の小規模化の進展と外出
自粛による需要減

新品種(カラー)導入や他品目
への転換支援
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⑥芸術文化・スポーツ
＜現状＞

〇感染症対策を徹底しながら、OPAM企画展やプロスポーツの公式戦等を展開

＜課題＞
〇コロナ禍でイベント中止を余儀なくされた芸術文化団体の活動継続支援
〇新しい生活様式の中で芸術文化を楽しめる環境づくり 、芸術文化活動の機会創出
〇コロナ禍でのプロスポーツの振興

＜支援策＞

〇 プロスポーツ試合への県民無料招待、選手交流イベントなどの実施

〇 ＯＰＡＭの機能強化（例 デジタルミュージアム化（竹工芸作品の３Dコンテンツ開発 等）※R3 R4）

〇 ＯＰＡＭを中核としたカルチャーツーリズムの展開（例 別府・国東現代アート×OPAMツアー）

・庵野秀明展（2/14 4/3）

県民無料招待（キヤノンイーグルス 親子500組、バサジィ 親子50組、ヴァイセアドラー 親子50組）×２回
選手交流イベント（小学校・地域イベント等訪問 55か所、タグラグビー教室 70か所、ラグビークリニック 12/4）

〇 県内の芸術文化団体が公演等を中止した場合のキャンセル費用を支援（５月補正）
対象：ステージ３の間（5/6～6/13､8/17～9/26､1/20～）に中止・延期を決定したイベント 限度額：3百万円/公演 補助率：10/10 申請25件（2/10現在）

※おおいたカルチャーツーリズム・デザイン会議（R3.3.1設立、顧問：黒田副知事、県関係課＋振興局＋民間（ANA、JTB、ツーリズムおおいた、BEPPU PROJECT））

・トリニータ（Jリーグ）

・キャノンイーグルス（ラグビーリーグワン） 3/27（日）昭電ドーム vsサントリーサンゴリアス
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⑥イベント
〇大規模集客施設の入場制限を緩和

＜課題＞
〇感染防止安全計画に基づく感染防止対策の徹底
〇社会経済再活性化に向け、コロナ禍でのイベント開催に取り組もうとする主催者等の後押し

＜支援策＞
〇イベント主催者に対する県有施設使用料の１／２減免（R2.5 ）※上記における収容定員×１００％のイベントは除く

・まん延防止等重点措置適用期間（R4.1.27 2.20）中は、収容定員5千人超のイベントの収容上限は２万人であったが、適用解除により主催者が感染防止

安全計画を策定・遵守すれば収容定員100％まで集客可能となる

・ただし観客の大声（通常よりも大きな声量かつ反復・継続的な発声）ありの場合、収容定員×50％以内

施設名 収容定員
大声なし（手拍子のみのイベント等）

＝収容定員×100％以内
大声あり（応援歌を歌うイベント等）

＝収容定員×50％以内

昭和電工ドーム 32,000
32,000

16,000
（計画未策定の場合16,000）

オートポリス 30,000
30,000

15,000
（計画未策定の場合15,000）

ビーコンプラザ 8,000
8,000

4,000
（計画未策定の場合5,000）

武道スポーツセンター 4,048 4,048 2,024

iichikoグランシアタ 1,966 1,966 983

iichiko音の泉ホール 710 710 355

ＴＡＯの丘 977 977 488
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⑥イベント（結婚式・披露宴）

＜現状＞
○新型コロナの影響で、結婚式や披露宴の実施を躊躇し、中止・延期するカップルが増加

＜課題＞
○コロナ禍で結婚式・披露宴を実施する場合、出席者数を制限するなど感染防止対策を

徹底することにより、会場費など固定費が割高になるため、カップルの負担が増加
○挙式・披露宴の中止・延期は、希望する時期の結婚の実現に影響

＜支援策＞
○感染防止対策の徹底やオンラインの活用など、新しい生活様式に対応した結婚式・

披露宴の実施に向けた支援を実施
・対 象 者 R3.1.1 R４.2.28に感染防止対策を徹底した結婚式や披露宴等を

県内の会場で行う、県内在住のカップル
・対象経費 結婚式・披露宴に要する経費 （飲食代及び引出物代等の変動費を除く）

補助率 １／２、上限額 １０万円
※令和３年３月１５日から申請受付開始、申請件数2,460件（２月７日現在）
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２ 社会経済への影響
（１）支援施策等の状況

①生活福祉資金（緊急小口資金、総合支援資金のコロナ特例貸付）

生活福祉資金の貸付件数は約2万6,500件、貸付額は約150億円となっている。

①新型コロナ感染症の影響により収入が減少した世帯の生計維持等を図るため、緊急小口資金特例貸付等により引き続き支援していく。
・受付期間を令和４年３月末まで延長
・据置期間についても、令和４年３月末以前に償還時期が到来する予定の貸付については、令和４年１２月末まで延長
・総合支援資金については、借入れ済世帯に対する最大３か月分の追加貸付を実施（通算最大９か月）※令和４年１月以降は初回貸付（最大３か月）のみ受付

②生活福祉資金の借入額が限度額に達している世帯等については、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を原則３か月支給
・受付期間を令和４年３月末まで延長
・３か月支給後、一度に限り再支給が可能（最大３か月）（令和３年１２月 ）
令和４年１月末実績（支給決定件数、支給済額） 1,679件、255,620千円（うち再支給 461件、45,980千円）

生活福祉資金（コロナ特例貸付）の貸付け状況 （令和４年２月４日 現在）
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貸付額（累計）
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保証承諾（ 額）

貸付金による資金供給額は2,100億円を超え、多くの県内事業者に活用されている。

②県制度資金（がんばろう資金、コロナ対策特別資金）

折れ線 累計

棒 単月

※長引くコロナ禍の影響から今後の資金繰りに不安を抱える事業者が増える可能性があるため、伴走型で支援していく。

※引き続き、県内中小企業・小規模事業者の資金繰りを支えるため、コロナ対策特別資金の取扱期間を延長する。
（終期は、感染状況や景気動向を見定めて決定）

（令和４年１月２８日現在） 単位 億円
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雇用調整助成金の対応状況

相談対応件数 申請書提出件数 支給決定件数

雇用調整助成金は、相談件数が落ち着き、順調に支給されている。

相談対応件数

申請書提出件数

支給決定件数

令和４年1月28日 現在（単位 件）

③雇用調整助成金

※令和3年5月 令和４年3月の特例措置は、助成額の上限等を段階的に縮減するとともに、感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業について特例を継続。

【累計】
・相談対応件数 ４，８９０件
・申請書提出件数 ４２，７３０件
・支給決定件数 ４２，２６６件
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解雇等見込み労働者数

解雇等見込み労働者数は、このところ落ち着いている。
④解雇等見込み労働者数

（令和４年１月２８日現在） （単位 人）

全国

大分

【参考】
・コロナ関連倒産（R4.2.1時点）

全国 2,833件 大分 16件

（全国） （大分）
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有効求人倍率の推移

有

効

求

人

倍

率
（

倍
）

１2月の有効求人倍率は２ヶ月連続で上昇するなど、堅調に推移している。

全国

大分

⑤有効求人倍率

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

大分 1.11 1.14 1.16 1.18 1.20 1.18 1.19 1.19 1.20 1.22

全国 1.10 1.09 1.09 1.13 1.15 1.14 1.16 1.15 1.15 1.16
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291,570 
300,601 

379,814 

344,050 
359,273 

299,349 
321,025 
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324,803 332,405 

374,601 

342,143 

302,965 
313,548 

247,956 

73,044 
55,557 

124,103 

185,632 

205,901 
230,276 

303,868 

363,021 

268,341 

124,146 121,871 

232,034 

195,790 

151,325 132,749 

232,886 230,149 

162,414 

259,857 

312,141 320,009 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（人）

R1 R2 R3

日本人宿泊客の動向

・12月の日本人宿泊者数は、感染状況が落ち着いていたことから昨年比19.3％増加し、３ヶ月連続で増加

⑥国内宿泊者数
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■原油先物（WTI）価格の推移
WTI原油
先物価格

USドル/バレル

⑦原油価格

ウクライナ情勢の緊迫や長期の需給逼迫の観測などから価格が急騰

（令和4年2月1日現在）
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【大分県】
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1,572

1,865

1,931

1,889

2,230

1,893
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1,565 
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

【全 国】

R2.1～R2.12月 R3.1～R3.12月

令和3年の全国の自殺者数は前年より97人減。大分県は前年より4人減。

月別自殺者数比較

【累計】
R2年 ：192人
R3年 ：188人（▲4人）

【累計】
R2年 ：21,081人
R3年 ：20,984人（▲97人）

⑧自殺者数

▲0.5％ ▲2.1％

①自殺を「思いとどまらせる」ための支援としてSNS（チャット）や電話（こころとからだの相談支援センター、大分いのちの電話）での相談対応を実施
【コロナ関連相談件数】

SNS（チャット）・・・19件（11 12月）、こころとからだの相談支援センター・・・243件（1 12月） 、大分いのちの電話・・・889件（1 12月）
②自殺に「思い至らない」ための支援として生活福祉資金、中小企業・小規模事業者応援金等を実施
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令和４年度一般会計当初予算案の概要

大分県総務部財政課

令和４年２月１４日

１ 当初予算編成の基本方針

① 新型コロナウイルス感染症拡大防止の徹底と社会経済の再活性化

② 人口ビジョンの実現に向けた大分県版地方創生の加速

③ ＤＸの推進、先端技術の活用、宇宙への挑戦などポストコロナに向けた構造改革

２ 予算総額

ポストコロナを見据え、大分県版地方創生を加速前進させる９年連続プラスの積極予算

(対前年度増減額 増 減 率）

当初予算案 ７１７，８４１百万円 (15,110百万円 2.2％)

○事 業 費 ５６５，６１５百万円 ( 18,244百万円 3.3％)

○人 件 費 １５２，２２６百万円 (△ 3,134百万円 △2.0％)

 616,945 ① 646,342 ② 654,863 ③ 702,731

３ 「安心･活力･発展」の大分県づくり

○ポストコロナおおいた挑戦枠(予算特別枠) １０９事業 ２，３５１百万円

○感染拡大防止対策 １６事業 ２４，７２６百万円

○社会経済再活性化対策 ７１事業 ６，２０２百万円

○ＤＸの推進、先端技術の活用 １２７事業 ４，１４６百万円

○投資的経費 １４８，５４７百万円（ 5,211百万円 3.6％)

うち公共事業 ９６，２２８百万円（△ 351百万円 △ 0.4％)

うち単独事業（普通建設） ３９，０２６百万円（ 5,968百万円 18.1％)

※防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策事業(32,450百万円)は、3年度12月補正に計上済

○社会保障関係費 ８８，２２６百万円（ 1,617百万円 1.9％）

資料３29



４ 主な歳入

法人２税や地方消費税等の増収により県税が増加する一方、地方交付税及び臨時財

政対策債が減少

国のコロナ対策に係る交付金等を積極的に活用し、財政調整用基金取崩しを抑制

○県 税 １２９，８００百万円( 15,500百万円 13.6％)

○地方譲与税 ２２，２０４百万円( 6,904百万円 45.1％)

○地方交付税 １７８，４００百万円(△ 600百万円 △ 0.3％)

○県 債 ７０，６７４百万円(△20,571百万円 △22.5％)

うち臨時財政対策債 １０，４４０百万円(△22,763百万円 △68.6％)

○財政調整用基金取崩し ６，５００百万円( 前年度同額 )

５ 財政の健全性

財政調整用基金は可能な限り取崩しを抑制し、行財政改革推進計画の目標である

令和6年度末残高330億円確保に向け、引き続き常在行革の精神で不断の取組を徹底

臨時財政対策債等を除いた県債残高は適正管理を徹底し財政の健全性を確保

（１）財政調整用基金残高（年度末）

② ２９９億円 ③ 約３２０億円 ④ 約２５７億円

（２）県債残高（年度末）

総 額 ②１兆７８４億円 ③約１兆８９１億円 ④約１兆８６１億円

臨財債等除き ②６，２５３億円 ③約６，２０８億円 ④約６，２９０億円

(注)基金及び県債の年度末残高は、３年度２月補正予算を見込んだ額であり今後変動がある
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財政調整用基金の推移
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（単位：千円、％）

増減額 増減率

当初予算案（A) 構成比 当初予算額（B) 構成比 (A)－(B) (A)／(B)

129,800,000 18.1 114,300,000 16.3 15,500,000 13.6

52,417,000 7.3 50,946,000 7.2 1,471,000 2.9

3,742,174 0.5 3,775,498 0.5 △33,324 △0.9

7,315,474 1.0 7,401,555 1.1 △86,081 △1.2

1,410,435 0.2 1,320,931 0.2 89,504 6.8

33,426 0.0 30,816 0.0 2,610 8.5

19,975,818 2.8 12,435,366 1.8 7,540,452 60.6

100 0.0 100 0.0 0 0.0

99,685,240 13.9 100,155,980 14.2 △470,740 △0.5

314,379,667 43.8 290,366,246 41.3 24,013,421 8.3

22,204,000 3.1 15,300,000 2.2 6,904,000 45.1

775,000 0.1 778,000 0.1 △3,000 △0.4

178,400,000 24.9 179,000,000 25.5 △600,000 △0.3

287,000 0.0 282,000 0.0 5,000 1.8

131,121,333 18.3 125,759,754 17.9 5,361,579 4.3

70,674,000 9.8 91,245,000 13.0 △20,571,000 △22.5

10,440,000 1.5 33,203,000 4.7 △22,763,000 △68.6

403,461,333 56.2 412,364,754 58.7 △8,903,421 △2.2

717,841,000 100.0 702,731,000 100.0 15,110,000 2.2合　　　　　　計

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 債

臨 時 財 政 対 策 債

小　　　　　　計

小　　　　　　計

令和４年度一般会計当初予算案の状況

（１）歳入

区　　　　　分
令和４年度 令和３年度

自

主

財

源

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

自主財源

43.8%

依存財源
56.2%

県税

18.1%

地方消費税清算金

7.3%

繰入金

2.8%

諸収入

13.9%

使用料及び手数料等

1.7%

地方交付税

24.9%

国庫支出金
18.3%

県債

9.8%

地方特例交付金等

0.1%

地方譲与税
3.1%

Ｒ４歳入

717,841百万円
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（単位：千円、％）

増減額 増減率

当初予算案（A) 構成比 当初予算額（B) 構成比 (A)－(B) (A)／(B)

1 319,622,090 44.5 319,709,256 45.5 △87,166 △0.0

152,226,364 21.2 155,359,785 22.1 △3,133,421 △2.0

88,225,591 12.3 86,609,101 12.3 1,616,490 1.9

79,170,135 11.0 77,740,370 11.1 1,429,765 1.8

2 148,547,122 20.7 143,335,874 20.4 5,211,248 3.6

125,122,129 17.4 119,614,468 17.0 5,507,661 4.6

補 助 事 業 費 80,427,944 11.2 80,955,805 11.5 △527,861 △0.7

単 独 事 業 費 39,026,358 5.4 33,057,644 4.7 5,968,714 18.1

国 直 轄 負 担 金 5,667,827 0.8 5,601,019 0.8 66,808 1.2

23,424,993 3.3 23,721,406 3.4 △296,413 △1.2

3 249,671,788 34.8 239,685,870 34.1 9,985,918 4.2

92,131,632 12.8 93,362,748 13.3 △1,231,116 △1.3

157,540,156 22.0 146,323,122 20.8 11,217,034 7.7

717,841,000 100.0 702,731,000 100.0 15,110,000 2.2

96,228,195 13.4 96,579,126 13.7 △350,931 △0.4

義 務 的 経 費

令和４年度一般会計当初予算案の状況

（２）歳出

区　　　　　分
令和４年度 令和３年度

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 経 費

貸 付 金

そ の 他

合　　　　　　計

うち公共事業費

義務的経費
44.5%

投資的経費
20.7%

その他経費

34.8%

人件費

21.2%

扶助費

12.3%

公債費

11.0%

普通建設・補助事業費
11.2%

普通建設・単独事業費

5.4%

普通建設・

国直轄負担金
0.8%

災害復旧事業費
3.3%

貸付金

12.8%

その他
22.0%

Ｒ４歳出

717,841百万円
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令和４年度　一般会計当初予算案（施策体系）

１　健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県

①  子育て満足度日本一の実現

②  健康寿命日本一の実現

③  障がい者が安心して暮らせる社会づくりと障がい者雇用率日本一の実現

④  おおいたうつくし作戦の推進

⑤  安全・安心を実感できる暮らしの確立

⑥  人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

⑦  多様な主体による地域社会の再構築

⑧  強靱な県土づくりと危機管理体制の充実

⑨  移住・定住の促進

２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①  挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

②  活力と変革を創出する産業の振興

③  地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興

④  海外戦略の推進

⑤  いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり

⑥  女性が輝く社会づくりの推進

⑦  活力みなぎる地域づくりの推進

３　人を育み基盤を整え発展する大分県

①  生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造

②  芸術文化による創造県おおいたの推進

③  スポーツの振興

④  「まち・ひと・しごと」を支える交通ネットワークの充実

４　行財政改革の着実な推進
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１ 健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県

①子育て満足度日本一の実現
（単位：千円）

60,654 
(38,108)

161,523 
(524,087)

　

98,681 
(84,427)

929,372 
(908,897)

667,582 
(672,189)

24,316 
(23,971)

※ 　　は「新規事業」、 　 は「ポストコロナおおいた挑戦枠事業」

3

子育て家庭の負担を軽減するため、様々な子育て支援サービス等に利
用できる「おおいた子育てほっとクーポン」を出生時に配布する。
　・配布額　養育する子どもの数×１万円分

　〔債務負担行為　３８，８９４千円〕

こども未来課
おおいた子育てほっと
クーポン利用促進事業

令和４年度一般会計当初予算案

①子育て満足度日本一、②健康寿命日本一、そして③障がい者雇用率日本一の実現に向け、支援から取
り残される子どもがいないよう体制を強化するとともに、救急医の確保やオンライン診療の推進のほか、
知的・精神障がい者の一般就労移行へのさらなる支援などに積極的に取り組む。

また、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、早期避難を促すマイ・タイムラインの普及に取り組
むほか、治水ダムや河川・砂防施設の整備など、強靱な県土づくりを推進する。

さらに、コロナ禍における地方移住への関心の高まりを実際の移住に繋げるため、ＩＴや福祉・医療な
ど様々な分野への就職・転職による移住促進の取組を加速する。

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

1

若者の結婚の希望を後押しするため、「出会いサポートセンター」を
運営し、市町村、民間団体、企業等と連携した出会いの場づくり等を総
合的に実施する。
【特】ＡＩを活用したマッチングシステムの導入　など

こども未来課おおいた出会い応援事業

2

【新】不妊治療の経済的負担を軽減するため、特定不妊治療のうち保険
適用治療と併せて行った先進医療に要する経費について、市町村と連携
して自己負担が概ね３割となるよう助成する。
　・助成回数　４０歳未満　　　　　　１出産あたり６回
　　　　　　　４０歳以上４３歳未満　１出産あたり３回
  ・助 成 額　先進医療に要する費用の７割
　※令和４年度から保険適用となるが、移行期の治療計画に支障が生じ
　　ないよう、年度をまたぐ１回の治療について現行の助成制度で支援
　※３年度に開始した一連の治療計画で、保険適用と適用外の治療を併
　　せて行う場合、保険適用相当分の７割を経過措置として助成
　　（助成上限　３０万円）

不妊を心配する夫婦の早期受診を促すため、市町村と連携して不妊検
査に要する費用を助成する。
　・対象者　　妻の年齢が４３歳未満かつ婚姻２年以内の夫婦又は妻の
　　　　　　　年齢が３０歳未満の夫婦
　・助成上限　３万円

こども未来課不妊治療費助成事業

4

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子どもたちの健康保持と健全育成
を図るため、子ども医療費を軽減する市町村に対し助成する。
　・通 　 院　未就学児まで
　・入  　院　中学生まで
　・自己負担　通院１日５００円（上限：月４回、３歳未満 月２回）
　　　　　　　入院１日５００円（上限：月１４日）

こども未来課子ども医療費助成事業

5

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
大分にこにこ保育支援事
業

6

地域全体で子どもの成長と子育て家庭を応援するため、イクボス宣言
企業や子育て応援店を拡大するほか、多胎児や低出生体重児への支援体
制の充実に取り組む。
【特】多胎児育児の悩み等に対応する妊娠期からの訪問支援
【特】リトルベビー（低出生体重児）手帳の作成
　・子育て家庭に特典の提供等を行う子育て応援店の登録拡大　など

こども未来課
おおいた子育て応援スク
ラム事業

新 特
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3,308,503 
(3,612,361)

5,021,315 
(4,997,095)

1,069,304
(1,108,912)

171,498 
(316,628)

12,100 
(20,300)

140,908 
(121,736)

864,574 
(834,136)

6,050 
(0)

27,279 
(21,572)

18,400 
(0)

13,495 
(13,345)

12

安心して病気の子どもを預けられる環境を整えるため、病児保育を実
施する市町村に対し運営費を助成するとともに、病児保育の広域化・Ｉ
ＣＴ化に向けた取組を支援する。
　・病児保育施設運営費の助成（３０施設）
　　　補助率　２／３（国１／３　県１／３）
　・病児保育施設が行うＩＣＴシステム導入に要する経費への助成

こども未来課病児保育充実支援事業

13

放課後の子どもに安全で健やかな生活の場を提供するため、放課後児
童クラブを運営する市町村に対し助成するとともに、クラブの運営強化
に向けた取組を支援する。
　・放課後児童クラブ運営費の助成（４０４クラブ）
　　　補助率　２／３（国１／３　県１／３）
　・労働環境の改善等を行うクラブへのアドバイザー派遣　など

こども未来課放課後児童対策充実事業

10

保育人材の確保と職場定着を図るため、高校生向けの出前講座や福岡
での就職イベント等を実施するとともに、業務効率化に取り組む保育施
設に対し助成する。
【特】保育補助者等を対象とした保育士資格取得への支援
　・高校生を対象にした出前講座やインターンシップの実施
　・ＩＣＴを活用した業務効率化に取り組む保育施設への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円　など

こども未来課保育環境向上支援事業

11

幼稚園教諭の負担を軽減するため、業務改善に向けたＩＣＴ設備導入
等を行う学校法人に対し助成する。
　・補助率　３／４　　限度額　７５万円

認定こども園等へ円滑に移行できる環境を整えるため、認可申請事務
等を行う職員を雇用する学校法人に対し助成する。
　・補助率　１／２　　限度額　８０万円

こども未来課
私立幼稚園業務改善等支
援事業

8

幼児教育及び保育の充実を図るため、認定こども園の運営に要する経
費を負担する。
　・幼保連携型　１０４施設
　・幼稚園型　　　２６施設
　・保育所型　　　２６施設

こども未来課認定こども園運営費

9

幼児教育の充実を図るため、私立幼稚園を設置する学校法人に対し運
営に要する経費を助成する。
　・私学振興費　　１１施設
　・施設型給付費　１３施設

こども未来課私立幼稚園運営費

7

保育の充実を図るため、保育所の運営や小規模保育等に要する経費を
負担する。
　・保育所　　　　　１５０施設
　・小規模保育施設　　２２施設
　・家庭的保育施設　　　７施設
　・事業所内保育施設　１２施設

こども未来課保育所運営費

就学前後の切れ目ない支
援体制整備事業

15

児童虐待防止の徹底を図るため、関係機関との連携を強化するととも
に、弁護士の活用により児童相談所の法的対応力等を強化する。
　・連携強化に向けた研修会の開催（４回）
　・児童相談所への非常勤弁護士の配置
　　（中央児相　週４回、中津児相　週１回）
　・出産前から支援を必要とする妊婦等への支援　など

こども・家庭
支援課

児童虐待防止対策事業

17

子どもの居場所を確保し、貧困の早期発見等に繋げるため、子ども食
堂の新規立ち上げ等を支援する市町村に対し助成するほか、朝食の定期
的な無料提供に取り組む子ども食堂等を支援する。
　・立ち上げ経費の助成        　補助率１／２　限度額２０万円
　・機能強化に要する経費の助成　補助率１／２　限度額１０万円
　・モデル小・中学校での朝食の定期的な無料提供の実施（６か所）
　・クラウドファンディングによる子ども食堂の運営支援　など

こども・家庭
支援課

子どもの居場所づくり推
進事業

14

発達が気になる子ども等に対し、就学前後の移行期に切れ目ない支援
を行うため、市町村と連携し、福祉、教育等の関係機関による連携支援
体制の構築に取り組む。
　・関係者間の情報共有に向けた連携ガイドラインの作成
　・支援者向け合同研修会の開催　など

こども未来課

16

ヤングケアラーなど支援を必要とする子どもや児童虐待のおそれのあ
る家庭を早期に発見し、適切な支援に繋げるため、見守り・相談体制の
構築のほか周知・啓発等に取り組む。
　・ＳＮＳ等によるヤングケアラー相談窓口の設置
　・戸別訪問による家庭状況の把握等を行う市町村への助成(９市)
　　　補助率　５／６（国２／３　県１／６）　など

こども・家庭
支援課

ヤングケアラー等支援体
制強化事業

特

特
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37,495 
(37,495)

371,341 
(354,473)

190,450 
(179,107)

285,744 
(275,796)

263,137 
(310,826)

②健康寿命日本一の実現
（単位：千円）

21,462 
(31,223)

22,076 
(22,076)

18,001 
(16,275)

高齢者福祉課
いきいき高齢者地域活動
推進事業

25

高齢者が元気に生活し続けることができる地域づくりを推進するた
め、自立に向けて支援が必要な高齢者を短期集中予防サービスの積極的
な利用につなげる仕組みを構築する。
　・高齢者の状態に応じた最適なサービスの決定を支援するＩＣＴを活
　　用した自立支援型ケアマネジメントシステムの推進
　・短期集中予防サービス等の提供を促すインセンティブ（加算）制度
　　の実施　など

高齢者福祉課
自立支援型サービス推進
事業

24

元気な高齢者の社会参加を促進するため、健康づくりや地域貢献活動
への参加を促す講座を開催するほか、地域で行う健康寿命延伸や生きが
いづくり等に資する活動に要する経費に対し助成する。
　・老人クラブ連合会の推進員配置を支援する市町村への助成(11市町)
　　　補助率　２／３（国１／３　県１／３）
　・高齢者が過半数を占める団体が地域で行う健康寿命延伸や生きがい
　　づくり等への助成
　　　限度額　５０万円（広域的な活動は１００万円）　など

19

保護者の経済的理由による修学機会の喪失を防止するため、修学意欲
のある高校生等に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯　　　　第１子 　　　 年額114,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （110,100円→114,100円へ増額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　第２子以降　　年額143,700円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （141,700円→143,700円へ増額）
 　　　　 生活保護受給世帯（修学旅行費相当分）　年額 32,300円
　専攻科の生徒に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯及び生活保護受給世帯  年額 50,500円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 48,500円→ 50,500円へ増額）

教育財務課
公立高等学校等奨学金給
付事業

私学振興・青
少年課

私立高等学校等奨学金給
付事業

21

国の授業料実質無償化の対象とならない年収590万円以上910万円未満
世帯における私立高校生の保護者の経済的負担を軽減するため、授業料
減免を行う私立高校に対し助成する。
　・支援額　月額10,000円

私立高等学校授業料減免
支援事業

23

健康寿命を延伸させるため、健康づくりに対する県民意識の醸成に向
けた県民運動を展開するとともに、健康経営に取り組む事業所の拡大等
により、働く世代の心身の健康づくりを支援する。
【新】客観的かつ検証可能な健康指標に基づく市町村の健康づくり運動
　　　の促進　など

健康づくり支
援課

みんなで進める健康づく
り事業

18

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

私学振興・青
少年課

20

保護者の経済的理由による修学機会の喪失を防止するため、修学意欲
のある高校生等に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯　　　 第１子 　　　  年額134,600円
　　　　　　　　　　　　　　　   (129,600円→134,600円へ増額)
　　　　　　　　　　　　　　　　 第２子以降　 　年額152,000円
                                 (150,000円→152,000円へ増額)
　　　　　生活保護受給世帯（修学旅行費相当分）　年額 52,600円
　専攻科の生徒に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯及び生活保護受給世帯　年額 52,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 50,100円→ 52,100円へ増額)

私学振興・青
少年課

22
私立専門学校修学支援事
業

低所得世帯の学生の経済的負担を軽減し、意欲ある若者の私立専門学
校における修学を支援するため、授業料及び入学金の減免を行う学校法
人等に対し助成する。
　・私立専門学校（２５校）
　　　減免限度額　入学金　１６万円　　授業料　５９万円

子育て世帯の住環境の向上や三世代近居・同居の支援、高齢者の暮ら
しの安心確保のため、住宅改修に要する経費に対し助成する。
　・子育て支援型　　　補助率１／５　限度額３０万円　　５０戸
　・ﾃﾚﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ改修型　補助率１／５　限度額３０万円　　２０戸
　・三世代近居支援型　補助率１／５　限度額３０万円　　２０戸
　・三世代同居支援型　補助率１／２　限度額７５万円　　２５戸
　・高齢者ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ型　 補助率１／５　限度額３０万円　　８５戸

建築住宅課
子育て・高齢者世帯住環
境整備事業
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22,799 
(21,577)

36,126 
(92,530)

25,413 
(32,779)

146,384 
(91,504)

12,300 
(0)

19,858 
(24,899)

66,003 
(58,841)

235,893 
(231,870)

1,084,254 
(245,658)

34

32

地域医療を担う医師の育成と地域や診療科偏在の解消を図るため、医
学生と臨床研修医療機関とのマッチングを実施するほか、地域中核病院
や特定診療科で専門研修などを行う医師等を支援する。
【特】医師研修資金（15万円/月 3年間上限)の貸与対象診療科(小児
　　　科、産婦人科)に救急科を追加（4名分）
　・診療技術修得のための研修費用への助成（50万円/月 1年間上限）
                                                          など

医療政策課医師偏在解消推進事業

33

看護職員の確保、定着を図るため、修学資金の貸与や看護師等養成所
の運営支援を行うとともに、新卒者の就業促進や潜在看護師の掘り起こ
し、新人看護師研修などを支援する。
【特】看護師等修学資金(2.1～3.6万円/月)の貸付枠の拡大(20人分)
　・看護師等養成所の運営に要する経費への助成（9校）
　・看護学生就職相談イベントの実施　など

医療政策課
看護職員確保総合対策事
業

26

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシス
テムを構築するため、地域ケア会議の充実・強化や人材育成等に取り組
む。
　・地域ケア会議アドバイザー強化研修の実施
　・地域ケア会議等へのスーパーバイザー派遣　など

30

地域の実情に応じたオンライン診療を推進するため、オンライン診療
対応医療機関を見える化するとともに、在宅医療現場での実装、へき地
における実証に取り組む。
　・在宅医療現場におけるタブレットの導入支援
　・へき地における聴診音伝達システムの導入検証　など

医療政策課オンライン診療推進事業

29

医療政策課
地域医療介護総合確保施
設設備整備事業

地域における総合的な医療提供体制を確保するため、地域医療介護総
合確保基金を活用し、回復期病床への転換など病床の機能分化等に関す
る施設整備を行う医療法人等に対し助成する。
　・回復期病棟等の施設設備整備への助成（補助率２／３）
　・病床機能の再編に自主的に取り組む医療機関への助成（定額）
　・病院や診療所、薬局等の診療情報等を共有する地域医療情報ネット
　　ワーク構築への助成（補助率２／３）　など

27

福祉・介護人材を確保するため、参入促進や離職防止、生産性向上等
に取り組む。
　・社会福祉施設等での職場体験研修の実施（延べ２５０日）
　・介護職員初任者研修資格取得への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　３万円
　・介護補助職導入への助成
　　　補助率　２／３　　限度額　２７.８万円　など

高齢者福祉課
福祉・介護人材確保対策
事業

28

高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に
対応し、質の高い外国人介護人材を確保するため、関係機関と連携して
外国人介護人材の受入体制の整備等に取り組む。
　・外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　　　渡航費、入国手数料等
　　　　補助率　　  １／２　　限度額　１３万円
　　　入国後の待機期間の宿泊費
　　　　補助率　１０／１０　　限度額　１４万円
【新】介護福祉士を目指す外国人留学生に対する奨学金給付への助成
　　　　日本語学校　補助率１／３　　限度額　３２万円
　　　　養成施設　　補助率１／３　　限度額　１２万円　など

高齢者福祉課

介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフ
ティングケア（抱え上げない介護）等により働きやすい職場環境の整備
を行う事業所を支援する。
【特】介護ロボット等の導入支援を行うアドバイザーの配置
　・介護現場において書類作成業務等を行うＩＣＴ機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　職員数　１～１０名　１００万円
　　　　　　　　　　１１～２０名　１６０万円
　　　　　　　　　　２１～３０名　２００万円
　　　　　　　　　　３１名～　　　２６０万円
　・ノーリフティングケア用福祉機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４　　限度額　７５万円
  ・介護ロボット導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　移乗支援・入浴支援　　　１００万円
　　　　　　　移乗支援・入浴支援以外　　３０万円　など

高齢者福祉課介護現場革新推進事業

31

糖尿病性腎症の重症化による人工透析治療の導入を回避するため、か
かりつけ医と糖尿病・腎臓病の専門医等との連携を推進し、患者の個別
支援の強化等に取り組む。
　・かかりつけ医の診療の支援等を行う糖尿病性腎症重症化予防専門外
　　来（大分大学医学部附属病院）への支援
【新】かかりつけ医と専門外来とのオンライン診療による連携強化
　・治療中断者・未受診者に対するかかりつけ医への受診勧奨　など

外国人介護人材確保対策
事業

高齢者福祉課
地域包括ケアシステム構
築推進事業

国保医療課
糖尿病性腎症重症化予防
推進事業

特
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1,085,271 
(1,477,955)

③障がい者が安心して暮らせる社会づくりと障がい者雇用率日本一の実現
（単位：千円）

81,325 
(75,779)

24,195 
(0)

15,929 
(16,545)

39,182 
(39,186)

16,409 
(0)

1,004,675 
(1,054,994)

8,127 
(0)

39

発達障がい児の早期発見・早期支援に繋げるため、保護者などの相談
支援や支援先の受入調整等を行うコンシェルジュを各圏域に配置すると
ともに、相談・診療ができる小児科医などの養成等に取り組む。
　・子どもの発達支援コンシェルジュの配置（６人）
　・市町村が実施する５歳児健診等への専門医の派遣
　・小児科医等に対する発達障がい対応力向上研修の実施　など

障害福祉課
発達障がい児地域支援体
制整備事業

37

41

重度心身障がい者の経済的負担を軽減するため、重度心身障がい者医
療費を軽減する市町村に対し助成する。
　・自己負担　１，０００円未満／月（医療機関ごと）

障害福祉課
重度心身障がい者医療費
給付事業

特別支援学校生の一般就労を促進するため、県立さくらの杜高等支援
学校の授業内容を充実させ県内の特別支援学校に配信するとともに、教
員向け研修などを実施する。
　・外部講師による授業の実施と他校へのＷＥＢ配信
　・教員向け専門教科実務研修や企業実地研修の実施　など

特別支援教育
課

さくら咲く特別支援学校
就労促進事業

障がい者就労環境づくり
推進事業

35

質の高い医療を県民に提供するため、県立病院の高度・専門・特殊医
療の運営や、施設等の改良に要する経費に対し負担金を交付する。
　・がん診療や救急医療体制の確保に要する経費の負担
　・精神医療センターの運営に要する経費の負担　など

医療政策課県立病院対策事業

36

障がい者雇用を促進するため、アドバイザーによる企業訪問や仕事の
切り出し、人材の掘り起こし、職場への定着支援等を行うほか、就労系
事業所等から一般就労への移行を支援する。
【特】一般就労への移行を促進する就労移行奨励金の創設
　　　　就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所からの移行　２５万円
　　　　就労移行支援事業所からの移行　　　　　　１５万円
【特】特例子会社設立等による雇用拡大の取組への助成
　　　　補助率　１／２　　限度額　３５０万円
　・雇用支援アドバイザーや定着支援アドバイザーの配置(１２人)など

障害者社会参
加推進室

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

42

障がい者の生涯にわたる学びを支援するため、関係機関の連携体制を
構築するとともに、地域における生涯学習の実践研究等を行う。
　・社会教育施設における教養講座の実施　など

社会教育課
生涯を通じた障がい者の
学び支援事業

38

就労継続支援Ｂ型事業所利用者の工賃向上を図るため、民間主導の共
同受注体制の構築を支援するとともに、農業に取り組む事業所に対し生
産性向上、販路拡大等を支援するアグリ就労アドバイザーを派遣する。
　・共同受注センターにＩＴ分野の業務開拓を行うコーディネーターを
　　配置
　・就労継続支援Ｂ型事業所に対する専門家による経営指導の実施
　・農業に取り組む事業所へのアグリ就労アドバイザーの派遣　など

障害者社会参
加推進室

障がい者工賃向上支援事
業

令和３年度
当初予算額

40

医療的ケア児等が地域で適切な支援を受けられる環境を整えるため、
ワンストップで相談ができる体制を整備するほか、災害時等に備えた設
備整備を支援する。
　・看護師等の相談員を配置した医療的ケア児支援センターの設置
　・停電時に備えた非常用電源購入経費への助成
　　　限度額　１２万円(県１／２　市町村１／２)　など

障害福祉課
医療的ケア児等支援推進
事業

特

特

新
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④おおいたうつくし作戦の推進
（単位：千円）

52,755 
(42,379)

20,000 
(0)

14,216 
(18,581)

19,347 
(18,176)

99,329 
(82,364)

460,840 
(418,454)

13,000 
(0)

13,109 
(15,618)

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

２０５０年カーボンニュートラルの実現のため、若者に対する温暖化
対策の普及啓発を強化するとともに、県有施設において脱炭素に向けた
取組を実施する。
【新】学生地球温暖化防止活動推進員制度の創設
【特】県有施設での再生可能エネルギー導入に向けた調査
　・九州エコファミリー応援アプリの普及　など

うつくし作戦
推進課

地域気候変動対策推進事
業

44

重要港湾におけるカーボンニュートラルの実現に向け、関係企業等と
連携し、温室効果ガスの削減のために必要な取組やロードマップ等を記
載したカーボンニュートラルポート形成計画を策定する。

港湾課
カーボンニュートラル
ポート形成計画策定事業

45

美しい自然と快適な地域環境を将来の世代へ継承するため、｢まち・
ひと・なかま｣づくりをテーマに｢おおいたうつくし作戦｣を展開する。
　・推進隊の活動基盤強化の取組支援（５団体、上限１０万円）
　・推進隊による環境をテーマとした地域活性化活動の実施
　　（６団体、上限４０万円）
　・おおいたうつくし感謝祭の開催　など

うつくし作戦
推進課

おおいたうつくし作戦推
進事業

うつくし作戦
推進課

３Ｒ普及推進事業

50

ユネスコエコパークに登録されている祖母・傾・大崩地域の環境保全
及び自然と共生した地域振興を図るため、宮崎県や関係市町と連携し魅
力発信等を行う。
　・市が行う受入環境整備への助成
　　　　補助率 １／２　　限度額　１００万円
　・民間事業者等が行う受入環境整備への助成
　　　　補助率 １０／１０（県１／２ 市１／２） 限度額 １００万円

自然保護推進
室

祖母・傾・大崩ユネスコ
エコパーク推進事業

49

第５回「山の日」記念全国大会のレガシーとして、豊かな自然環境を
守り、次の世代に引き継ぐため、保全活動に取り組む団体を支援すると
ともに、登山等のアウトドア情報について発信を行う。
　・希少野生動植物の保護活動の支援（６団体、上限５０万円）
　・ＷＥＢサイトによるアウトドア情報の発信

自然保護推進
室

「山の日」レガシー推進
事業

48

きれいな水環境を創造し、次の世代に引き継ぐため、生活排水処理施
設の整備等を実施する市町に対し助成するほか、県内生活排水処理事業
の現状分析や課題整理を行い、広域化等について検討する。
　・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換に対する上乗せ助成
　　　　限度額　設置費　　　　　１０万円/基
【新】汲み取り便槽からの転換時に要する経費への助成
　　　　限度額　撤去費　　　　　　３万円/基
　　　　　　　　宅内配管工事費　１０万円/基

　〔債務負担行為　６８５，２６６千円〕

公園・生活排
水課

生活排水処理施設整備推
進事業

リデュース、リユース、リサイクルの３Ｒを通じた循環型社会の構築
を推進するため、喫緊の課題である食品ロス対策及びプラスチックごみ
対策に取り組む。
【新】海岸ごみ等を活用したアート作品制作イベントの実施
　・学校や企業等でのフードドライブ実施に向けた普及啓発　など

循環社会推進
課

廃棄物不法投棄防止対策
事業

46

43

47

廃棄物の不法投棄を防止するため、監視カメラの設置など監視対策を
強化するとともに、メディア等による普及啓発を行う。
【新】ＡＩカメラを活用した不法投棄防止監視体制の強化　など

特

特

資料４
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⑤安全・安心を実感できる暮らしの確立
（単位：千円）

17,052 
(16,781)

208 
(0)

60,393 
(0)

6,452 
(3,880)

2,728,044 
(2,308,918)

85,709 
(85,709)

865,242 
(899,573)

47,067 
(54,447)

28,168 
(0)

49,814 
(0)

道路保全課（公）交通安全事業

57

道路交通の円滑化を図り、安全を確保するため、信号機や道路標識な
ど交通安全施設の整備を行う。

交通規制課交通安全施設整備費

60

飲食店での新型コロナウイルス感染症拡大を防止するため、「安心は
おいしいプラス」認証店における対策状況の確認等を行う。

思いやりの横断歩道整備
事業

55

児童・生徒や高齢者等が安心して歩行できる道路空間を整備するた
め、歩道の設置や路肩の拡幅等を行うとともに、災害に強い道路機能を
確保するため、無電柱化を実施する。
　・国道３２６号（豊後大野市）
　・国道５００号（別府市）
　・万田四日市線（中津市）　など

59

食品・生活衛
生課

「安心はおいしいプラ
ス」認証制度推進事業

53

交通事故総量を抑止するため、世代に応じた効果的な交通安全意識の
向上対策や交通安全教育等を実施する。
　・高校生が作成する交通安全動画コンテストの実施
　・交通安全教育車の小型化及び機能充実による交通安全教育の強化
　・新設される運転技能検査や免許自主返納等に関する高齢者への周知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

交通企画課
交通指導課

交通事故防止総合対策事
業

食の安全・安心を確保するため、ＨＡＣＣＰ導入事業者に対して現地
指導等を行うとともに、新たにＨＡＣＣＰを導入する事業者の衛生管理
計画策定等を支援する。 食品・生活衛

生課
ＨＡＣＣＰフォローアッ
プ事業

54

自動車や自転車による交通事故の発生を抑制するため、交通事故の状
況や世代に応じた交通安全対策を実施する。
【特】交通マナーの向上に向けた普及啓発
　・自転車利用時のヘルメット着用や保険加入の普及啓発　など

生活環境企画
課

優しいマナーと思いやり
の運転県おおいた推進事
業

58

　県民の消費生活における安全・安心を確保するため、相談体制の充実
やライフステージに応じた消費者教育などに取り組む。
【特】消費者教育コーディネーターによる出前講座の実施 県民生活・男

女共同参画課
消費生活安全・安心推進
事業

56

歩行者に安全かつ快適な交通環境を提供するため、摩耗の進んだ信号
機のない横断歩道等の標示を更新するとともに、夜間における横断歩行
者を守るため、老朽化した人感ライトのＬＥＤ化を行う。
　・横断歩道（１，２００か所）の標示の更新
　・人感ライト（４７か所）のＬＥＤ化

交通規制課

52

大規模災害や事件発生時における情報収集機能を強化するため、ヘリ
コプターテレビ伝送システムを更新する。
　・県警ヘリコプター搭載用テレビカメラ、映像モニター
　・映像受信アンテナ　など

　〔債務負担行為　５１３，０００千円〕

地域課災害対応能力強化事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

51

特殊詐欺等の被害を防止するため、詐欺の手口に対応した取組を強化
する。
　・コールセンターによる高齢者等への注意喚起
【新】注意喚起用の動画や子から親へ送るレターセットの作成　など

生活安全企画
課

特殊詐欺等水際対策強化
事業

特

新

特

資料４
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⑥人権を尊重し共に支える社会づくりの推進
（単位：千円）

38,546 
(37,486)

⑦多様な主体による地域社会の再構築
（単位：千円）

60,099 
(91,352)

95,448 
(104,873)

92,607 
(0)

24,000 
(0)

124,000 
(189,166)

コロナ禍で利用者が減少している交通機関の早期利用回復を図るた
め、各交通事業者の特性を生かした商品造成等を行う。
　・滞在時間の延長や満足度向上につながる企画商品の造成・販売
　・ユニバーサルデザインタクシーの導入支援
　　　補助率　１／３　　限度額　６０万円

交通政策課公共交通活性化促進事業

ネットワーク・コミュニ
ティ推進事業

64

空き家の適切な管理と利活用を促進するため、所有者や利活用者に応
じた総合的な対策を実施する。
　・対象者の状況に応じた効果的な媒体による情報発信の強化
  ・空き家相談窓口の設置・充実
　・所有者と物件購入等希望者のマッチングをサポートする体制の整備
　・空き家バンク登録物件の家財処分費への助成
　　　限度額　　１０万円（県１／２　市町村１／２）
　・空き家利活用者に対し改修費等への助成
　　　限度額　１００万円（県１／２　市町村１／２）

おおいた創生
推進課

空き家対策促進事業

63

住み慣れた地域に住み続けたいという住民の希望を叶えるため、地域
コミュニティ組織が行う地域課題の解決やデジタル化等に要する経費に
対し市町村と連携して助成するほか、新たな組織の設立を支援する。
　・補助率　１９／２０（県３／４　市町村１／５）
　・限度額　デジタル化支援枠　　　　　　　　　 １００万円
            集落活動支援枠　　　　　　　　　　 ３００万円
　　　　　  ネットワーク・コミュニティ推進枠　 ５００万円

おおいた創生
推進課

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

女性に対するＤＶや性暴力等を防止するため、ＳＮＳ等を活用した啓
発やＤＶ防止セミナーを実施するとともに、被害直後から中長期的な支
援を行う。
　・精神的なケアを必要とする性暴力被害者への支援の拡充

66

小規模集落等の水問題を解決するため、新たな水源確保等に取り組む
市町村に対し助成する。
　・補助率　１９／２０（県１／２　市町村９／２０）

環境保全課
小規模集落等水源整備支
援事業

62

61

だれもがともに支え合い、人と人とのつながりを感じ安心して暮らせ
る地域共生社会の実現を図るため、地域住民等が取り組む多世代交流や
地域の支え合い活動等を市町村と連携して支援する。
　・立ち上げへの助成
　　　補助率　１０／１０（県４／５　市町村１／５）
　　　限度額　研修・広報　　　　５０万円
　　　　　　　拠点整備　　　　　５０万円
　　　　　　　推進人材の配置　１５０万円
　・コロナ禍に対応した取組への助成
　　　補助率　１９／２０（県３／４　市町村１／５）
　　　限度額　リモート方式の導入等　　６０万円
　　　　　　　戸別訪問方式への変更等　３０万円
　・実務者ネットワークの構築　など

福祉保健企画
課

地域共生社会構築推進事
業

県民生活・男
女共同参画課

女性に対する暴力防止推
進事業

当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

65

事　業　名

新

特

資料４
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⑧強靱な県土づくりと危機管理体制の充実
（単位：千円）

12,840 
(17,174)

39,626 
(33,678)

8,669 
(8,113)

150,000 
(0)

75,603 
(0)

18,500 
(0)

10,500 
(0)

29,844,973 
(31,310,313)

3,140,000 
(5,429,750)

4,661,081 
(5,565,245)

76

河川の流下能力を確保するため、令和２年７月豪雨により被災した河
川等において、堤防のかさ上げなどの改修事業を実施する。
　・玖珠川（日田市）
　・野上川（九重町）
　・大谷川（大分市）　など２４河川

河川課
（公）広域河川改修事
業

73

県内企業の防災力向上を図るため、被災経験企業や大学等で構成する
コンソーシアムを形成し、災害危険度の把握が可能なプラットフォーム
「ＥＤｉＳＯＮ」の試行活用や検証等を行う。 先端技術挑戦

課
先端技術を活用した企業
防災力向上事業

洪水時河川情報提供事業

72

河川水位上昇時の住民の的確・確実な避難行動を支援するため、県管
理河川に監視カメラ等を設置する市町に対し助成する。
　・補助率　１／２
　・限度額　監視カメラ等設置　　５０万円／箇所
　　　　　　サーバー設置　　　１００万円／市町

河川課河川情報整備支援事業

70

災害に強い人づくり・地域づくりを推進するため、市町村などが行う
避難所の環境改善や地域の防災活動等に対し助成する。
　・避難所等の環境改善（補助率１／３～１／２）
　・感染リスク低減のための衛生備品等の整備（補助率１／２）
　・避難路等の整備（補助率１／２）
　・地域で行う避難訓練などの防災・減災活動（補助率１／２）

防災対策企画
課

おおいた防災・減災対策
推進事業

71

河川水位上昇時の住民の早期避難を促すため、水防警報発令システム
を導入し警報発令を迅速化するとともに、災害対応支援システムやおお
いた防災アプリと連携し発令状況の見える化に取り組む。

河川課

75

豪雨や台風等による洪水被害を未然に防止し、竹田市街地の安全性を
向上させるため、玉来ダムを整備する。
　・ダム本体工事、止水対策工事、管理用道路工事　など

河川課
（公）治水ダム建設事
業

74

災害からの復旧・復興や激甚化する自然災害に対応するため、土砂災
害対策やため池の防災対策等を行う。
　・３６事業
　※防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業は３年度
　　１２月補正に計上済

土木建築部
農林水産部

県土強靱化関連公共事業

68

地域防災力の向上を図るため、地域における防災活動の要となる防災
士のスキルアップを行うとともに、地域の防災士と連携した避難訓練等
を実施する。
【特】要配慮者向けマイ・タイムラインの普及
【特】モデル地区での地区タイムラインの作成支援
【特】女性向け防災セミナーの開催
　・防災士のキャリアアップ研修の実施　など

防災対策企画
課

地域防災力強化支援事業

69

災害時における要配慮者の安全・安心を確保するため、市町村が行う
避難行動要支援者への個別避難計画の作成を支援するとともに、災害時
支援体制の強化に取り組む。
【新】個別避難計画の作成に携わる関係者への研修の実施（24回）
　・災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の研修・訓練の実施　など

福祉保健企画
課

67

自然災害が頻発・激甚化する中、県防災のさらなる高度化を図るた
め、ＡＩ等の先端技術の活用に取り組む。
【新】「おおいた防災アプリ」にマイ・タイムライン作成機能や家族グ
　　　ループ機能を追加
【新】ＳＮＳ分析情報システムを活用した情報収集
　・防災への先端技術の活用に関する防災テック検討会の開催　など

防災対策企画
課

防災テクノロジー活用推
進事業

災害時要配慮者支援事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

特

新

新

特
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669,568 
(392,903)

1,829,827 
(1,595,162)

1,311,807 
(1,039,077)

7,183,321 
(6,363,421)

1,828,936 
(1,819,178)

4,000,000 
(4,000,000)

2,050,000 
(2,050,000)

1,700,000 
(1,700,000)

250,000 
(250,000)

8,000,000 
(8,000,000)

925,000 
(725,000)

750,000 
(750,000)

88

河川周辺住民の安全を確保するため、緊急浚渫推進事業を活用し、浸
水被害の発生した箇所等の河床掘削を行う。
　・大分川（由布市）
　・武蔵川（国東市）　など７９河川

河川課（単）緊急河床掘削事業

87

県管理河川の治水能力を確保するため、護岸等の局部的な改修や維
持・修繕工事を実施する。
　・大野川（豊後大野市）
　・桂川　（豊後高田市）　など３８河川

河川課（単）河川海岸改良事業

85

災害に対して強靱な県土をつくり県民の安全を確保するため、国庫補
助事業の対象とならないため池の廃止や、治山・林道・漁港海岸の改修
等を実施する。
　・ため池の廃止　　　　松葉池　　　　（宇佐市）
　・治山施設の改修　　　清水の元地区　（日田市）
　・漁港海岸施設の改修　香々地漁港海岸（豊後高田市）　など

農林水産企画
課

農林水産業施設災害防
止緊急対策事業

86

台風や豪雨による大規模災害発生時等に、より機動的に対応するた
め、必要と見込まれる国の災害復旧事業以外の経費を予め確保する。
　・土木関係災害時緊急対応事業　ほか 計８０億円 福祉保健部ほ

か５部局
災害パッケージ関連事業

84

　災害に対して強靱な県土をつくり県民の安全を確保するため、国庫補
助事業の対象とならない急傾斜地の法面対策や、砂防堰堤の整備等を実
施する。
　・急傾斜地崩壊対策　田ノ平地区（玖珠町）
　・砂防堰堤等整備　　神原川　　（竹田市）
　・砂防施設再生　　　白木地区　（大分市）　など

砂防課
砂防施設・急傾斜地災
害防止緊急対策事業

82

激甚化する自然災害に対応するため、緊急自然災害防止対策事業を積
極的に活用し、県単独で河川の浸水対策やため池の廃止等のきめ細かな
防災対策を実施する。
　

土木建築部
農林水産部

緊急自然災害防止対策事
業（県単独事業）

80

利用者の安全を確保するため、定期点検の結果、早期対策が必要とさ
れた橋梁、トンネル等の補修対策を行うとともに、緊急輸送道路上にあ
る橋梁の耐震化を計画的に実施する。
　・国道２１３号（杵築市）
　・大在大分港線（大分市）
　・佐伯津久見線（津久見市）　など

道路保全課
（公）道路施設補修事
業

83

災害に対して強靱な県土をつくり県民の安全を確保するため、国庫補
助事業の対象とならない中小河川の河床掘削や堤防嵩上げ、樹木伐採等
を実施する。
　・河床掘削　堅田川（佐伯市）
　・河川改修　近広川（豊後高田市）　など

河川課
河川施設災害防止緊急
対策事業

81

地震・豪雨や老朽化などによるため池等の決壊の未然防止を図るた
め、防災重点農業用ため池の耐震化等を実施する。
　・秀池　　　（国東市）
　・山清水溜池（臼杵市）
　・芝場池　　（豊後高田市）　など

農村基盤整備
課

防災重点農業用ため池
等整備事業

79

道路ネットワーク及び利用者の安全を確保するため、防災拠点等を結
ぶ啓開ルートや孤立集落対策区間における道路法面の崩壊・落石対策を
重点的に実施する。
　・国道２１２号　（日田市）
　・地蔵峠小田原線（豊後高田市）
　・湯平温泉線　　（由布市）　など

道路保全課（公）道路防災事業

78

豪雨によるがけ崩れ等から住民の生命を保護するため、急傾斜地の擁
壁工や法面対策工を実施する。
　・双葉南地区（臼杵市）
　・岸河内地区（佐伯市）
　・日岳地区　（宇佐市）　など１０８地区

砂防課
（公）急傾斜地崩壊対
策事業

77

土砂災害から住民の生命や財産を保全するため、土石流等のおそれの
ある箇所について、砂防堰堤などの整備や流木対策を実施する。
　・花合野川（由布市）
　・平原下川（中津市）
　・尾久保川（日出町）　など６６渓流

砂防課（公）通常砂防事業
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155,000 
(155,000)

10,000 
(0)

3,000,000 
(3,000,000)

⑨移住・定住の促進
（単位：千円）

176,929 
(142,336)

51,161 
(51,555)

37,185 
(24,120)

9,490 
(7,815)

30,372 
(41,338)

本県へのＵＩＪターンを促進するため、移住相談員の配置をはじめ、
移住相談会やオンラインツアーを実施するほか、市町村と連携し、安心
して移住できる地域づくりや移住者への居住支援等に取り組む。
【特】移住支援活動に取り組む団体への助成
　　　　限度額　６０万円（県１／２　市町村１／２）
【特】県外からの移住者の住宅確保経費への助成
        子育て世帯　限度額　３０万円（県１／２　市町村１／２）
　　　　その他　　　限度額　２０万円（県１／２  市町村１／２）
　・宿泊施設等を活用したお試し移住経費への助成
　　　限度額　７２万円／地域（県１／２　市町村１／２）　など

おおいた創生
推進課

ふるさと大分ＵＩＪター
ン推進事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

96

産地が求める新たな担い手を確保するため、就農に関する相談体制を
整備するとともに、移住就農希望者へのプッシュ型の情報発信や就農相
談会等を実施する。
　・ＳＮＳを活用したプッシュ型情報発信の実施
　・自営就農・雇用就農相談会、体験ツアーの開催　など

新規就業・経
営体支援課

農業担い手確保・育成対
策事業

94
おおいた創生
推進課

求人が堅調なＩＴ分野への就職・転職による移住を促進するため、ｄ
ｏｔ.等を活用したイベントを開催するとともに、ＩＴ技術の取得講座
等を実施する。
　・ＩＴ企業と移住希望者のマッチングイベントの開催
　　（東京、大阪、福岡）
　・ＩＴ技術スクールの受講支援（定員５０人）　など
【特】人材が不足している保育士、介護職、看護職への県外からの就職
による移住を促進するため、情報発信や就職支援等を行うアドバイザー
を配置するほか、資格取得に向けた支援を行う。
　・スキルアップアドバイザーの設置
　・保育士を目指す移住希望者に対するオンライン講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・介護職を目指す移住希望者に対する初任者研修講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・看護職を目指す移住者に対する資格取得経費等への助成
      限度額　２０万円（１０人）

スキルアップ移住推進事
業

雇用労働政策
課

95

県内中小企業の人材確保を支援するため、若手社員と理系学生等との
交流イベントを実施するほか、ふるさと求人マッチングサイトの運営等
を行う。おおいた元気企業マッチ

ング促進事業

93

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを推進するため、福岡市中心部の拠
点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者の就職に対する意識や
関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

雇用労働政策
課

県外若年者ＵＩＪターン
推進事業

89

災害時に損傷が発生した農業用ため池等による被害の拡大を防ぐた
め、緊急浚渫推進事業を活用し、ため池や貯水能力を有する土地改良施
設の浚渫等を実施する。
　・西国東干拓（豊後高田市）
　・赤迫溜池　（大分市）　など

農村基盤整備
課

農業用ため池等緊急対策
事業

田んぼダム流域実証事業
農村基盤整備
課

流域治水の一環として水田の持つ雨水貯留機能を活用するため、流域
治水プロジェクトに取り組む地域ごとに「田んぼダム」の洪水調節機能
の実証を行う。

90

91

県有建築物を長期にわたり安全・安心な状態で活用するため、施設改
修を一元的に管理し、予防保全を計画的に実施する。

県有財産経営
室

県有建築物保全事業

92

特
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24,800 
(24,800)

18,578 
(0)

97

建設産業における人材確保や生産性向上を図るため、建設労働者のＵ
ＩＪターン促進や就労環境改善の取組等を支援する。
　・建設労働者のＵＩＪターン促進に向けたＨＰの運営や情報発信
　・若手就業者の資格取得を支援する中小企業への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　　５万円
　・就労環境の改善対策への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円　など

土木建築企画
課

98

関係人口を巻き込んだ地域活性化を図るため、都市圏在住で地域課題
の解決に積極的に取り組む人材が活躍できる場を構築する。
　・おおいたつなぐラボ（仮称）の開催
　　　対象者　東京、福岡在住の本県に関心がある人材(３０人)
　　　内　容　説明会やワークショップ、現地調査や成果発表会等を通
　　　　　　　じ、実施後も地域とのつながりが持続する関係を構築

おおいた創生
推進課

関係人口創出事業

建設産業構造改善・人材
育成支援事業

特
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２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○農業総合戦略会議の方向性を踏まえた農業の成長産業化

3,045,659 
(271,463)

2,066,769 
(0)

378,640 
(0)

20,000 
(0)

53,978 
(0)

29,113 
(0)

s

102

短期集中県域支援品目の有利販売を実現するため、全農おおいたが実
施する戦略的な販売促進活動を支援する。
　・白ねぎ・ピーマンの販路開拓アドバイザーの配置
　・高糖度かんしょの量販店における販促活動の強化
  ・ベリーツの高級量販店等と連携したキャンペーンの実施　など

おおいたブラ
ンド推進課

短期集中県域支援品目
販売戦略推進事業

104

マーケットニーズに即した園芸産地を育成するため、園芸産地づくり
計画の策定及び推進に関する取組に対し助成する。
　・市町が行う計画策定・推進への支援
　　　補助率　１／２　　限度額　１５万円
　・畑地化用の農地提供者に対する協力金の交付(３万円／１０ａなど)
　・土層改良経費への支援の拡充
　　　ほ場均平（排水性改善）　２．５万円／１０ａ　など

園芸振興課
園芸産地づくり計画策
定・推進事業

103

短期集中県域支援品目であるピーマン、高糖度かんしょ、ベリーツの
生産拡大を図るため、意欲ある生産者への栽培に適した優良農地の集
積・集約に取り組む。
　・園芸産地農地確保推進交付金の交付
　　　中間管理権を設定する地権者　３万円／１０ａ
　　　利用権を移転する現耕作者　１０万円／１０ａ
　・農地交渉補助員の配置

水田畑地化・
集落営農課

園芸産地農地確保対策
事業

大分県の顔となる園芸品目を育成し、生産拡大を図るため、短期集中
県域支援品目の「生産拡大計画」や、市町の「園芸産地づくり計画」に
基づき認定農業者等が行う栽培施設の整備等を支援する。
　・短期集中県域支援品目（ねぎ、ﾋﾟｰﾏﾝ、高糖度かんしょ、ﾍﾞﾘｰﾂ）
　　　補助率　２／３（県１／２　市町１／６）
　・産地拡大推進品目（市町の産地戦略に基づく品目）
　　　補助率　１／２（県１／４　市町１／４）
　・地域担い手支援品目（生産者の経営拡大計画に基づく品目）
　　　補助率　１／５　など

園芸振興課
おおいた園芸産地づく
り支援事業

101

短期集中県域支援品目の生産拡大を図るため、農業団体等が行う産地
課題の解消につながる取組に対し集中的かつ総合的に支援する。
　・白ねぎ調製作業の分業化に向けた共同調製場の整備支援
　　　補助率　２／３
　・ピーマン黄化えそ病対策に必要な防除資材の導入支援
　　　補助率　２／３（県１／２　市町１／６）
　・高糖度かんしょのウイルスフリー苗の生産拡大への支援
　　　補助率　２／３
  ・ベリーツ調製作業の分業化に向けたパッケージセンターの整備支援
　　　補助率　２／３　など

園芸振興課

100

短期集中県域支援品目
生産拡大推進事業

農林水産業の成長産業化に向け、農業総合戦略会議でとりまとめた「農業システム再生に向けた行動宣
言」に基づき、産地拡大、担い手育成から営農指導、流通販売強化まで包括的に対策を講じ、生産者・農業
団体・市町村による一体となった取組を後押しする。また、肉用牛の生産基盤を強化するための共同利用施
設の整備や、循環型林業の確立に向けた大径材の利用促進、養殖ブリの種苗の安定確保などに取り組む。
商工業では、ポストコロナに向け、多様な分野でＤＸを推進するほか、ＡＩ、ドローン等の先端技術の活

用による地域課題解決や新たな産業の育成に向けた支援などに積極的に取り組む。また、宇宙への挑戦で
は、人工衛星打上げに向けた準備を着実に進めるとともに、宇宙港を核とした経済循環の創出を促進する。
観光誘客では、デジタルマーケティングを活用した誘客・情報発信やアウトドアガイド認証制度の創設な

ど、新たな旅行者ニーズへの対応を強化する。

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

99

農業の成長産業化を着実に実行するため、産地振興、担い手育成・確
保及び農協改革に取り組む。 園芸振興課

　　　　 ほか
「農業システム再生に向
けた行動宣言」関連事業

新

特

特

特

新

資料４

-14-

49



193,883 
(186,636)

27,800 
(13,050)

231,883 
(51,514)

4,700 
(0)

19,978 
(8,353)

15,354
(11,910)

3,561
(0)

17,597
(5,646)

59,613
(48,213)

218,074 
(289,209)

10,948,058 
(10,946,237)

115

農業生産基盤の強化を図るため、高収益作物の導入に向けた排水対策
工事など水田の畑地化に取り組むとともに、農地中間管理機構等により
集積された農地の大区画化を実施する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、防災重点農業用ため池の耐震
化や農業水利施設の改修等を実施する。

農村基盤整備
課

（公）農業農村整備事業

おおいた和牛流通促進対
策事業

114

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組のほか、災害発生時の営農継続
を支援する。
【新】県酪農業協同組合が行う生乳分析機導入への助成（補助率1/3)
　・高能力乳牛留保のためのゲノム育種価検査料への助成（補助率2/3)
　・性判別精液による人工授精費への助成（補助率1/2）
　・優良雌牛導入貸付金（100万円/頭　新規80頭分）
　・搾乳牛増頭時の育成費への助成（6.9万円/頭　250頭分）　など

畜産技術室
酪農経営生産性向上対策
事業

112

全国和牛能力共進会（令和４年１０月 鹿児島県）において優秀な成
績を収めるため、出品候補牛の飼養管理指導等を行うとともに、出品牛
の輸送費等に対し助成する。
　・実施主体　第１２回全国和牛能力共進会大分県推進協議会（全国和
　　　　　　　牛登録協会大分支部、全農大分県本部　等）
　・補 助 率　１／２

畜産技術室
第１２回全国和牛能力共
進会対策事業

113

おおいた和牛の認知度向上と流通拡大を図るため、小売店等に対して
戦略的なＰＲ対策を実施する。
【新】全国和牛能力共進会会場でのＰＲ支援
【新】大分市中心部におけるＰＲイベントの実施
　・県外店舗拡大支援（サポーターショップ、小売店）　など

畜産振興課

学び続ける経営体育成
支援事業

110

経営継承を促進するため、相談窓口の設置や早期継承の意識啓発研修
等を実施する。
【特】譲渡資産を客観的に評価する簡易査定の実施
【特】経営資源情報バンクの設置
　・経営継承コーディネーターの設置　など

新規就業・経
営体支援課

農業経営継承・発展支
援事業

111

生産者の技術の向上や営農指導員の指導力向上により、農業協同組合
の生産部会の活性化を図るため、農協が行う技術力の高い生産者を活用
した栽培講習や巡回指導等の取組に対し助成する。
　・補助率　１／２

団体指導・金
融課

営農指導体制強化事業

107

肉用牛の生産基盤を強化するため、経営体が行う規模拡大に向けた畜
舎の整備や飼養環境の改善に対応する設備整備等を支援する。
【新】ＪＡおおいたが行うキャトルステーションの整備への助成
　　　　補助率　７／１０（国１／２　県１／５）
　・規模拡大のための施設整備費への助成
　　　　補助率　１／２（県１／３　市１／６）　など

畜産技術室
肉用牛競争力強化対策
事業

108

耕畜連携による資源循環型の農畜産業を実現するため、県域での堆肥
循環システムの構築や、モデル生産者等が取り組む省力的な生産が可能
な高栄養自給飼料の栽培を支援する。
　・堆肥の有効活用による飼料用トウモロコシの作付への助成
　　　補助率　１／２

畜産技術室
堆肥広域流通・飼料生
産拡大モデル事業

109

産地の生産力を高めるため、生産者が主体的に取り組む研修の場を設
けるとともに、モデルとなる経営体等が行う地域を牽引する取組に対し
助成する。
【特】おおいた農業ステップアップカレッジの開講
　　　　経営講座、異常気象対策講座、オーダーメイド型講座等
　・３農業経営体以上のグループが策定する異業種と連携したプロジェ
　　クトを支援
　　　補助率　３／４　　限度額　３００万円

新規就業・経
営体支援課

105

生産者の所得向上と経営安定を図るため、国の経営所得安定対策等制
度を活用するとともに、水田畑地化の取組を強化する。
【特】農地の出し手や畑地化の担い手への営農意向調査の実施
【特】集約農地を園芸適地化するための土壌調査の実施
　・地域農業再生協議会が行う畑地化推進の取組等への助成

水田畑地化・
集落営農課

水田農業構造改革推進
事業

106

中核的担い手への農地の集積・集約化を進めるため、人・農地プラン
の実質化が完了した地域の集積・集約化計画に基づく取組等を支援す
る。
【特】地域による園芸用農地の集積・集約化への協力金の交付
　　　　（１万円／１０ａ）
　・荒廃農地の畑地化に向けた簡易整備等への助成
　　　補助率　５／６（国１／２　県１／６　市町村１／６）　など

水田畑地化・
集落営農課

農地利用最適化促進事
業

特

特
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 ○循環型林業の確立による林業・木材産業の成長産業化

2,007,013 
(1,770,491)

29,514 
(86,832)

216,998 
(241,699)

351,670 
(20,402)

31,940
(34,583)

 ○水産業の資源管理の強化と成長産業化

14,791 
(10,598)

45,284 
(0)

16,295
(6,984)

451,627
(27,720)

12,796 
(12,097)

125

県産水産物の流通拡大を図るため、大消費地での販促活動やコロナ禍
で増加した内食需要を確実に取り込むための取組を支援する。
【特】外食版パートナーシップ量販店でのフェアの開催
【特】対面販売を行う人材の育成や著名人によるメニューの開発　など

漁業管理課
県産水産物流通拡大推進
事業

123

沿岸漁業の振興を図るため、漁場整備や漁業近代化施設、流通加工施
設等の整備を支援する。
【新】ブリ加工施設の実施設計への助成
　　　　補助率　２／３（県１／３ 市１／３）　など

水産振興課
沿岸漁業振興特別対策事
業

124

沿岸漁業の振興を図るため、生産基盤の整備や漁業近代化施設の整備
を支援する。
【新】クルマエビ種苗生産施設の整備への助成
　　　　補助率　６．５／１０

水産振興課
沿岸漁業漁村振興構造改
善事業

121

ブリ類養殖業の周年出荷体制を強化するため、突発的なモジャコ不漁
に対応できる体制を構築するとともに、人工種苗を用いた養殖試験を実
施する。
【特】適正サイズに満たない小型天然モジャコの給餌技術の開発
【特】モジャコ不漁時に対応できる人工種苗供給体制の構築
　・出荷時期が調整可能な人工種苗の養殖試験の実施

水産振興課
ブリ類養殖業生産体制強
化推進事業

122

養殖ブリ類の安定生産を図るため、環境負荷を軽減した持続可能な養
殖手法を実証するとともに、海底環境の改善による赤潮発生の抑止技術
の確立に取り組む。
　・銅合金製網の浮沈式生け簀を活用した養殖手法の実証　など

漁業管理課
海洋環境保全型養殖推進
事業

120

しいたけの消費拡大を図るため、生産者と流通事業者等が一体となっ
て行うブランド力向上や新たな消費者の獲得に向けた取組を支援する。
【新】著名人を起用したＰＲの実施
【特】「うまみだけ」を活用した新商品開発への助成
　　　　補助率　１／２　など
　

林産振興室
しいたけ消費拡大対策事
業

117

県産材の持続的な供給体制を強化するため、早生樹（コウヨウザン）
の増産に必要な施設整備等を支援する。
【新】早生樹の苗木生産を行う採穂園整備への助成
　　　　補助率　２／３（国１／２　県１／６）
【新】早生樹の苗木生産経費への助成（２０円／本）
　・コンテナ苗生産施設の整備への助成
　　　　補助率　２／３（国１／２　県１／６）　など

森林整備室
早生樹等苗木増産支援事
業

118

県産材の需要拡大と製材加工の低コスト化を図るため、木材の加工流
通施設の整備等を支援するとともに、大径材の利用促進の取組等を実施
する。
【特】県外プレカット工場への大径材製品のサンプル出荷
　・製材所等が実施する労働環境改善への助成
　　　補助率　１／２（県１／４　市町村１／４）　など

林産振興室
林業再生県産材利用促進
事業

119

県産材の利用促進を図るため、非住宅建築物の木造化・内装木質化に
要する経費に対し助成するとともに、県産材を活用した木造建築物の普
及に取り組む。
【新】公共・民間建築物の木造化・内装木質化への助成
　　　　補助率　１／２　など
　

林産振興室
木造建築物等建設促進総
合対策事業

116

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者等が行う路網整備や製材業者が
行う木材加工施設整備等に要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設(2.3～2.7万円/m)、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（8.4～45.9万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

林務管理課
林産振興室
森林整備室

林業成長産業化総合対策
関連事業

特
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 ○産地を牽引する担い手の確保・育成

768,994 
(777,607)

243,750 
(0)

77,892 
(31,000)

44,243 
(44,243)

22,574
(24,710)

 ○マーケットインの商品づくりの加速

41,324
(0)

88,862
(0)

61,000 
(44,063)

132

消費者ニーズに応じた水田作物の生産・供給体制を強化するため、良
食味米及び麦・大豆の収量・品質の高位平準化に取り組むほか、高温に
強い水稲品種への転換を支援する。
　・高温に強い水稲品種「なつほのか」の産地拡大支援
　　　苗等購入費　補助率　１／４
　　　販促活動　　補助率　１／２
　・麦・大豆の生産機械導入等支援
　　　営農技術導入　　１．５万円／１０ａ
　　　機械・施設整備　補助率　１／２　など

水田畑地化・
集落営農課

水田農業産地力強化対策
事業

133

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支援する。
【特】現地商社と連携した日本食レストランフェアの開催
　・春節向けシャインマスカットの貯蔵技術確立など産地体制の構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

おおいたブラ
ンド推進課

農林水産物輸出需要開拓
事業

131

持続可能な食料システムを構築するため、農林水産省が策定した「み
どりの食料システム戦略」に基づき、有機野菜等の生産・販売に取り組
む産地等を育成する。
　・市町村による有機農業者の組織化や産地計画策定等を支援
　・作業効率を向上させる施設機械整備への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　・専門家を活用した県域出荷組織の体制整備　など

地域農業振興
課

持続可能な豊かな有機産
地等活性化事業

129

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金　(国)137.5万円/年(45歳未満)
　・中高年移住就業給付金　　(県)　100万円/年(45歳以上55歳未満)
　・造林ＯＪＴ型研修への助成（補助率1/2）
【新】ＷＥＢサイトを活用した情報発信　など

林務管理課
林業新規参入者総合支援
事業

130

　乾しいたけ生産技術の継承を図るため、しいたけ版ファーマーズス
クールを設置し、研修生への給付金の交付や生産施設の整備に要する経
費に対し助成する。
　・独 立 準 備 型　　75万円/年　2年間（600時間以上の研修）
　・独立経営開始型　　45万円/年（1年目）22万5千円/年（2年目）
　・親 元 準 備 型　　50万円/年　2年間
  ・親元経営開始型　　30万円/年（1年目）15万円/年（2年目）
　・雇　　用　　型　　60万円/年　2年間（雇用主に交付）　など
　（独立型、雇用型の対象者は50歳未満。親元型の対象者は50歳未満か
　　ら55歳未満に拡充）

林産振興室
乾しいたけ新規参入者支
援事業

127

新規就農者や５年以内に経営を継承する親元就農者の早期の経営確立
を図るため、機械・施設の導入等を支援する。
　・機械・施設、家畜の導入、果樹・茶改植等への助成
　　　補助率　３／４
　　　限度額　独立経営開始型  (国)　３７５万円
　　　　　　　親元等経営継承型(国)　７５０万円

新規就業・経
営体支援課

新規就農者経営発展支援
事業

128

移住後速やかな就農や兼業での就農を希望する者など、多様な担い手
を確保・育成するため、市町が行うリース方式の圃場の整備を支援す
る。
【新】産地担い手ビジョンに基づく地域提案型スタートアップ圃場の整
　　　備への助成（補助率１／２）　など

新規就業・経
営体支援課

農業活性化・スタート
アップ圃場設置事業

126

就農意欲の喚起と就農後の定着等を図るため、就農者に対し給付金を
交付する。
  ・独立･雇用準備型(国)150万円/年 最長2年間(研修1,200時間以上)
　・独立経営開始型 (国)150万円/年 最長3年間
　・親 元 準 備 型 (県)150万円/年     1年間(研修1,200時間以上)
　・親元経営開始型 (県)100万円/年 最長2年間(準備型給付期間含む)
　（独立型の対象者は50歳未満。親元型の対象者は50歳未満から55歳未
　　満に拡充）

就農時５０歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定者に対し給付
金を交付する。
　・移住就農準備給付金の交付　100万円/年　最長2年間

新規就業・経
営体支援課

農業次世代人材投資事業

新

特

特
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 ○元気で豊かな農山漁村づくり

1,866,312 
(1,873,256)

793,679 
(796,709)

346,583 
(35,308)

5,751 
(0)

②活力と変革を創出する産業の振興
（単位：千円）

4,145,751 
(2,810,717)

133,510
(0)

68,708
(58,722)

1,331,032 
(1,334,645)

16,768
(0)

全国豊かな海づくり大会
開催準備事業

136

健全で活力ある森林を育て、次の世代に引き継ぐことの大切さを伝え
るため、第４５回全国育樹祭及び併催・記念行事を開催する。
　・期間　令和４年１１月１２日（土）～１４日（月）
　・会場　県民の森、昭和電工武道スポーツセンターなど
　・内容　お手入れ行事、式典行事、全国緑の少年団活動発表大会など

全国育樹祭推
進室

全国育樹祭開催事業

137

水産資源の保護や、海や河川の環境保全の大切さを国民に訴えるとと
もに漁業の振興と発展を図るため、令和６年度に本県で開催する第４３
回全国豊かな海づくり大会に向けて、基本構想の策定等を行う。

漁業管理課

134

高齢化や人口減少が著しい中山間地域の多面的機能の維持保全や棚田
地域の持続的発展等を図るため、中山間地域等直接支払交付金制度を活
用し、集落ぐるみの農業生産活動等を支援する。
　・第５期対策　令和２～６年度

地域農業振興
課

中山間地域等直接支払事
業

135 鳥獣被害総合対策事業

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、集落全体で行う予防
対策、捕獲対策、狩猟者確保対策を総合的に支援する。
　・有害捕獲専従者に対する狩猟税の不徴収
　・捕獲報償金額　シカ　猟期内　　　　　　　　　　11,000円/頭
　　　　　　　　　　　  (ｼﾞﾋﾞｴ処理施設への直接持込13,000円/頭)
　　　　　　　　　　　　猟期外　　　　　　　　　　10,000円/頭
【新】シカ生息管理に向けた牧草地での囲いわな捕獲技術の実証
【新】ＩＣＴを活用した捕獲情報共有体制の構築　など

森との共生推
進室

142

県内中小製造業の生産性向上による競争力強化を図るため、ものづく
り企業に特化した経営層向けのデジタル化促進講座やデジタル技術に精
通した自社人材の育成支援等を行う。
　・経営層を対象としたデジタル化促進講座の開催
　・技術者を対象としたデジタルものづくり人材創造塾の実施
　・ＩｏＴ、ＡＩ等を活用した生産性向上の取組への助成　など

工業振興課
デジタルものづくり推
進事業

140

民間事業者等のＤＸの取組を下支えするため、ビッグデータの利活用
に向けた連携基盤の整備や人材の育成等に取り組む。
　・小中学生向けプログラミングコンテストや高校生向け出前授業等の
　　実施
　・ＡＩ・ビッグデータ活用人材育成セミナー等の開催　など
【特】本県のＤＸ施策を加速するため、専門的知見と柔軟な思考を持つ
外部の副業人材をアドバイザーとして活用する。

ＤＸ推進課おおいたＤＸ推進事業

141

小規模事業者の経営力強化を図るため、商工会・商工会議所が行う経
営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に
要する経費に対し助成する。
【特】経営指導員のスキルアップによる小規模事業者のデジタル化支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

商工観光労働
企画課

小規模事業支援事業

139

民間事業者等のＤＸを推進するため、ＤＸに取り組む事業者と支援す
る企業を繋ぐパートナーシップの形成やモデル事例の創出に向けた伴走
支援等に取り組む。
　・ＤＸの必要性等を理解するセミナーや相談会の開催
　・ＤＸ推進パートナーの伴走によるモデル事例の創出　など

ＤＸ推進課
おおいたＤＸ共創促進
事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

138
ＤＸの推進・先端技術の
活用関連事業

産業、暮らし、行政など多様な分野でＤＸを推進するとともに、地域
課題の解決を図り、変革の波を起こし、ポストコロナに向けた構造改革
に繋げていくため、ＡＩ、ドローン等の先端技術に挑戦し、活用する。
　・１２７事業

商工観光労働
部ほか１０部
局

特

特

新
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13,785 
(0)

63,809
(171,504)

10,000 
(0)

16,446
(16,446)

79,052
(54,052)

91,668
(84,404)

42,151
(30,236)

35,118
(42,602)

248,683
(185,516)

149

農林水産業における生産性の向上を図るため、スマート技術の実証等
を行う。
【特】スマート農林水産業技術普及拡大事業（20,880千円）
　　　　ねぎ調製の効率化に向けた画像解析技術等の開発
　　　　ＡＩを活用した大葉の効率的な選別・結束の実証等
　・産地が取り組むﾌｧｰﾏｰｽﾞｽｸｰﾙ等支援事業（一部）（375千円）
　　【特】就農学校におけるモバイル機器導入への助成
　・水田農業産地力強化対策事業（一部）（3,838千円）
　　　スマート技術の導入に意欲的な生産者による現地実証等

地域農業振興
課
新規就業・経
営体支援課
水田畑地化・
集落営農課
　　　 　ほか

148

市場の成長が期待されるドローン産業の振興を図るため、地域課題を
解決するドローンの社会実装や研究開発等の取組を支援する。
【特】ドローン物流サービスの社会実装
　・ドローンアナライザーを活用した機体認証事例の創出
【特】スマートロボットを活用した業務効率化等に繋がるモデル事例づ
　　　くり　など

新産業振興室ドローン産業振興事業

147

県内のエネルギー関連産業の成長を促進するため、大分県エネルギー
産業企業会を中心に、本県の強みを生かしたエネルギー関連施策を展開
する。
　・大分県エネルギー産業企業会の取組
　　【特】大分県産水素のサプライチェーン構築に向けた実証
　　　水素関連分野への研究開発支援補助
　　　　補助率　２／３　　限度額　１，５００万円
【特】再生可能エネルギー導入可能性調査への助成

新産業振興室
エネルギー関連産業成
長促進事業

146

143

衛星データの活用による地域課題の解決を図るため、事業化に向けた
検討や実証化への伴走型支援を行う。
　・活用例の紹介等を行うセミナーの開催
　・基礎知識の習得や事業検討ワークショップを行う講座の開催
  ・新事業の創出と国実証事業採択に向けた伴走型支援（２件）　など

先端技術挑戦
課

衛星データ活用推進事
業

150

畜産分野における生産性向上のため、スマート技術の活用等を支援す
る。
　・草地畜産基盤整備事業（一部）（29,679千円）
　　【新】搾乳ロボット導入への助成
　・肉用牛競争力強化対策事業（一部）（3,771千円）
　　　分娩監視システム・放牧個体管理センサー等のセンシング機器導
　　　入への助成

畜産技術室
（一部再掲）草地畜産
基盤整備事業
ほか２事業

151

林業分野における生産性向上を図るため、スマート技術の導入等を支
援する。
　・林業事業体強化推進事業（一部）（10,000千円）
　　　下刈り用アタッチメントや苗木運搬用ドローン導入への助成等
【新】森林資源デジタル情報活用支援事業（一部）（176,500千円）
　　ＡＩを活用した林相区分に基づく森林計画図の整備等
　・しいたけ増産体制整備総合対策事業（一部）（26,333千円）
　　【新】ＡＩ選別機導入への助成（補助率2/3(国1/2 県1/6)）
　・鳥獣被害総合対策事業（一部）（2,000千円）
　　【新】ＩＣＴを活用した捕獲情報共有体制の構築

林務管理課
林産振興室
森との共生推
進室

（一部再掲）林業事業
体強化推進事業
ほか６事業

（一部再掲）スマート
農林水産業技術普及拡
大事業
ほか９事業

宿泊事業者の経営力向上や課題解決を促進するため、デジタルデータ
の活用によるマーケティング支援等に取り組む。
　・観光統計プラットフォームの構築
　・観光統計プラットフォームの活用に関する相談窓口の設置　など

観光政策課
宿泊事業者デジタル活
用促進事業

144

大分空港における水平型宇宙港の実現を図るため、法令・技術関係の
調査や関係機関との調整を進めるとともに、スペースポートを核とした
経済循環（エコシステム）の創出に取り組む。
【特】本県に関心を持つ県外宇宙企業のプラットフォーム構築
【特】宇宙ビジネス人材育成講座の開催　など

先端技術挑戦
課

スペースポート推進事
業

145

ホーバークラフト就航に向け、大分空港を起点とした県内各地への最
適な移動手段の検索や予約、決済等を一括で行えるよう、交通事業者等
と連携しＭａａＳを活用した実証に取り組む。

交通政策課
大分空港を起点とした
ＭａａＳ実証事業

特

特
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146,384 
(91,504)

12,300 
(0)

12,051 
(0)

12,840 
(4,653)

26,798 
(0)

7,000 
(0)

134,332 
(81,872)

8,963
(10,282)

3,449,179 
(3,639,177)

157

港湾施設の点検を迅速化・効率化するため、目視による点検に時間と
労力を要する沖防波堤等において、ドローンの撮影画像をＡＩで解析す
る実証実験を行う。

港湾課
港湾施設点検ドローン
活用推進事業

158

これからの時代を担う高校生の確かな学力の育成とグローバル教育及
びＳＴＥＡＭ教育を推進するため、英語４技能育成システムを構築する
ほか、先端技術を活用したＥｄＴｅｃｈ教材を引き続き導入する。
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・ＳＴＥＡＭ教育のための学習用教材の導入

高校教育課
未来へつなぐ学び推進
事業（一部）

160

企業立地の促進を図るため、県土地開発公社や市町村等と連携し、工
業団地の整備を推進する。
【新】大規模工業団地整備を想定した支援制度の拡充 企業立地推進

課

156

建設産業の生産性向上を図るため、ＩＣＴ施工に取り組む建設業者に
対し支援するほか、県発注工事においてカメラ映像を利用した遠隔臨場
等に取り組む。
　・建設機械のＩＣＴ化に取り組む建設業者への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１００万円

建設政策課

154

廃棄物の不法投棄を防止するため、監視カメラの設置など監視対策を
強化するとともに、メディア等による普及啓発を行う。
【新】ＡＩカメラを活用した不法投棄防止監視体制の強化 循環社会推進

課
（一部再掲）廃棄物不
法投棄防止対策事業

建設産業ＤＸ推進事業

155

自然災害が頻発・激甚化する中、県防災のさらなる高度化を図るた
め、ＡＩ等の先端技術の活用に取り組む。
【新】「おおいた防災アプリ」にマイ・タイムライン作成機能や家族グ
　　　ループ機能を追加
【新】ＳＮＳ分析情報システムを活用した情報収集
　・防災への先端技術の活用に関する防災テック検討会の開催　など

防災対策企画
課

（再掲）防災テクノロ
ジー活用推進事業

介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフ
ティングケア（抱え上げない介護）等により働きやすい職場環境の整備
を行う事業所を支援する。
【特】介護ロボット等の導入支援を行うアドバイザーの配置
　・介護現場において書類作成業務等を行うＩＣＴ機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　職員数　１～１０名　１００万円
　　　　　　　　　　１１～２０名　１６０万円
　　　　　　　　　　２１～３０名　２００万円
　　　　　　　　　　３１名～　　　２６０万円
　・ノーリフティングケア用福祉機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４　　限度額　７５万円
  ・介護ロボット導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　移乗支援・入浴支援　　　１００万円
　　　　　　　移乗支援・入浴支援以外　　３０万円　など

152 高齢者福祉課
（再掲）介護現場革新
推進事業

工業団地開発推進事業

153 医療政策課

地域の実情に応じたオンライン診療を推進するため、オンライン診療
対応医療機関を見える化するとともに、在宅医療現場での実装、へき地
における実証に取り組む。
　・在宅医療現場におけるタブレットの導入支援
　・へき地における聴診音伝達システムの導入検証　など

（再掲）オンライン診
療推進事業

159

小・中学校での主体的・対話的で深い学びを推進するため、授業のイ
ノベーションを促すフロンティア校においてＩＣＴ活用による授業改善
等を実施するとともに、中山間地域等における遠隔教育の実証を行う。
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・中山間地域等の小規模校における遠隔教育の実証　など

義務教育課
未来を創るＧＩＧＡス
クール推進事業（一
部）

特

特

特
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86,018,082 
(86,088,376)

168,143 
(154,866)

5,012 
(0)

18,234 
(0)

」

③地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興
（単位：千円）

119,574 
(103,163)

52,613 
(37,444)

19,804 
(0)

116,917 
(188,717)

192,109 
(147,464)

事業承継・引継ぎ促進事
業

162

新たなビジネスや雇用を創出し、地域経済の活性化を図るため、創業
の裾野拡大と成長志向の高い起業家の発掘・育成等に取り組む。
【特】中小事業者アトツギ向けの新規事業創出支援
【特】関東圏等在住の大分ゆかりのビジネスパーソンと県内スタート
　　　アップ企業等とのマッチング支援　など

経営創造・金
融課

おおいたスタートアップ
支援事業

166
ツーリズム推進基盤強化
事業

当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

168

「おんせん県おおいた」のさらなるブランド力向上を図るため、ター
ゲットに応じた効果的な媒体を選択するとともに、最適なタイミングで
情報を発信する。
　・WEBマガジン「edit Oita」等による県外に向けた魅力情報の発信
　・首都圏、関西圏等を中心としたパブリシティ活動　など

広報広聴課
おおいたブランド戦略強
化事業

169

ポストコロナにおけるインバウンドの復活に向け、特定国に依存せ
ず、中国を中心とした東アジア、東南アジア、欧米・大洋州などを対象
に誘客対策や情報発信を行う。
【特】東アジア文化都市事業と連携した誘客対策
【特】県内留学生を活用した情報発信　など

観光誘致促進
室

インバウンド推進事業

165

ポストコロナにおける国内観光客の復活に向け、デジタルマーケティ
ングの活用や本県ならではのコンテンツを生かした誘客対策等を実施す
る。
【特】デジタルマーケティングを活用した効果的な誘客の実施
　・観光コンテンツ強化に向けたワークショップ等の開催　など

観光誘致促進
室

国内誘客総合推進事業

観光客の受入体制を強化するため、観光統計調査等の分析を行うとと
もに、アウトドアガイド認証制度の創設や着地型旅行商品の造成等に取
り組む。
【特】自然型観光コンテンツの安全性確保等に資するアウトドアガイド
　　　認証制度の創設
　・観光統計調査等の分析、市町村等への情報提供　など

観光政策課

164

163

161

中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠１，０００億円）
　・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業等の借入れ（が
　　んばろう！おおいた資金繰り応援資金）に対する利子補給
　・新型コロナウイルス感染症の影響でセーフティネット保証の認定等
　　を受け、経営改善や再活性化に取り組む事業者向け資金(100億円)
　　　　融資利率　１．３％　　　　　　保証料率　０．００％
【新】カーボンニュートラルの取組を後押しする資金の創設(10億円)
　　　　融資利率　１．８～２．０％　　保証料率　０．１５％
 
　〔債務負担行為　２，５１２，０４６千円〕

事　業　名

県産品の販路開拓・拡大及び定番化を図るため、バイヤーとの商談機
会の創出やおんせん県おおいた応援店でのテスト販売等に取り組むとと
もに、県産酒の消費拡大に向けたイベント等を実施する。 商業・サービ

ス業振興課
県産品販路拡大サポート
事業

小規模事業者等の計画的な事業承継や承継後の持続・成長を促進する
ため、経営者を伴走支援する人材や企業の後継者を育成するとともに、
後継者不在の経営者を対象としたセミナー・相談会の開催等を行う。 経営創造・金

融課

167

ツール・ド・九州２０２３を契機にサイクルツーリズムを推進するた
め、サイクルを活用した滞在型観光モデルコースの作成やＳＮＳを活用
した情報発信等に取り組む。 観光誘致促進

室
大分のサイクル魅力発信
事業

経営創造・金
融課

中小企業金融対策費

特

新

特

資料４

-21-

56



④海外戦略の推進
（単位：千円）

20,977 
(0)

40,747 
(40,510)

61,000 
(44,063)

⑤いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり
（単位：千円）

176,929 
(142,336)

51,161 
(51,555)

37,185 
(24,120)

修学意欲が旺盛で優秀な留学生の経済的負担を軽減するため、奨学金
を給付する。
　・私費外国人留学生奨学金
　　　対象　学業・人物優秀な大学生等　　給付額 ３万円/月(８０人)
【特】意欲ある留学生の県内就職を促進するため、インターンシップ生
を積極的に受け入れ海外展開を図る県内企業を支援する。

国際政策課外国人留学生支援事業

173

本県へのＵＩＪターンを促進するため、移住相談員の配置をはじめ、
移住相談会やオンラインツアーを実施するほか、市町村と連携し、安心
して移住できる地域づくりや移住者への居住支援等に取り組む。
【特】移住支援活動に取り組む団体への助成
　　　　限度額　６０万円（県１／２　市町村１／２）
【特】県外からの移住者の住宅確保経費への助成
        子育て世帯　限度額　３０万円（県１／２　市町村１／２）
　　　　その他　　　限度額　２０万円（県１／２  市町村１／２）
　・宿泊施設等を活用したお試し移住経費への助成
　　　限度額　７２万円／地域（県１／２　市町村１／２）　など

おおいた創生
推進課

（再掲）ふるさと大分Ｕ
ＩＪターン推進事業

171

172

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支援する。
【特】現地商社と連携した日本食レストランフェアの開催
　・春節向けシャインマスカットの貯蔵技術確立など産地体制の構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

おおいたブラ
ンド推進課

（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

170

海外の成長を取り込み本県産業の活性化を図るため、海外戦略に基づ
き、海外政府機関との連携を推進するとともに、民間事業者等が海外展
開しやすい環境を整備する。
【特】海外政府機関等とのＭＯＵ（基本合意書）締結による県内企業等
　　　の海外展開支援
　・香港での大分フェアの開催　など

国際政策課海外戦略総合対策事業

174

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを推進するため、福岡市中心部の拠
点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者の就職に対する意識や
関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

雇用労働政策
課

（再掲）県外若年者ＵＩ
Ｊターン推進事業

175
おおいた創生
推進課

求人が堅調なＩＴ分野への就職・転職による移住を促進するため、ｄ
ｏｔ.等を活用したイベントを開催するとともに、ＩＴ技術の取得講座
等を実施する。
　・ＩＴ企業と移住希望者のマッチングイベントの開催
　　（東京、大阪、福岡）
　・ＩＴ技術スクールの受講支援（定員５０人）　など
【特】人材が不足している保育士、介護職、看護職への県外からの就職
による移住を促進するため、情報発信や就職支援等を行うアドバイザー
を配置するほか、資格取得に向けた支援を行う。
　・スキルアップアドバイザーの設置
　・保育士を目指す移住希望者に対するオンライン講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・介護職を目指す移住希望者に対する初任者研修講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・看護職を目指す移住者に対する資格取得経費等への助成
      限度額　２０万円（１０人）

（再掲）スキルアップ移
住推進事業

当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

事　業　名

新
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12,494 
(2,765)

25,432 
(23,457)

25,413 
(32,779)

⑥女性が輝く社会づくりの推進
（単位：千円）

27,378 
(27,324)

53,213 
(48,421)

27,919 
(27,919)

7,492 
(0)

74,724 
(78,999)

教育人事課
教員の産休・育休取得促
進事業

178

高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に
対応し、質の高い外国人介護人材を確保するため、関係機関と連携して
外国人介護人材の受入体制の整備等に取り組む。
　・外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　　　渡航費、入国手数料等
　　　　補助率　　  １／２　　限度額　１３万円
　　　入国後の待機期間の宿泊費
　　　　補助率　１０／１０　　限度額　１４万円
【新】介護福祉士を目指す外国人留学生に対する奨学金給付への助成
　　　　日本語学校　補助率１／３　　限度額　３２万円
　　　　養成施設　　補助率１／３　　限度額　１２万円　など

高齢者福祉課
（再掲）外国人介護人材
確保対策事業

179

182

女性の活躍を推進するため、女子生徒が理工系分野への興味・関心を
高める機会を提供するとともに、保護者などを対象としたイベント等を
実施する。
　・生徒や保護者、教職員を対象とした地区別講演会の開催
　・大学や企業を見学するバスツアーの実施
　・身近なロールモデルとの交流会の開催
　・ＳＮＳ等を活用した活躍する理工系女子の情報発信

私学振興・青
少年課

私立学校理工系女子育成
支援事業

183

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置の拡充
　※１学期産休取得予定者に加え、２学期に産休取得予定の小学校及び
　　特別支援学校の学級担任教諭を対象に追加

土木建築企画
課

建設産業女性活躍推進事
業

180

働きたい女性が、仕事と家庭の両立など様々なニーズに応じて自分ら
しく働けるよう、就労に向けた伴走型支援を行う支援員を配置するほ
か、女性と企業とのマッチングイベント等を実施する。
【特】多様な職種の紹介や職場体験後のフォローアップ等を行う支援員
　　　の配置
【特】企業とのマッチングイベントや職場体験等の一体的実施
　・託児付き職業訓練の実施（８コース）　など

雇用労働政策
課

女性の多様な働き方支援
事業

181

建設産業における女性の活躍を推進するため、経営者向けトップセミ
ナーを開催するほか、ドローンによる測量や積算・コスト管理、情報発
信力などを習得するスキルアップセミナー等を開催する。
　・経営者向けトップセミナーの開催（３回）
　・スキルアップセミナーの開催（４コース×６回）　など

176

技能検定の資格制度を活用した若年技能者の育成を図るため、在校生
の技能検定受検料を減免するほか、県内中小企業が行う人材育成に要す
る経費を助成する。
【新】２５歳未満の在校生に対する技能検定受検料の減免
　　　　減免額（県実施分）　９，０００円
　・若年者の技能士資格取得を支援する中小企業に対する助成
　　　補助率　１／２　　限度額　受検する従業員１人当たり５万円

若年技能者育成支援事業
雇用労働政策
課

女性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会を実現するため、経済団
体と連携し、働く女性等のニーズに対応した支援を行うほか、企業、女
性、家庭の意識改革を促すセミナー等を実施する。
　・企業支援　【特】アンコンシャス・バイアス解消に向けた普及啓発
　　　　　　　女性の視点を活かした社内プロジェクトへの支援
　・女性支援　キャリア形成セミナーの開催（２講座）
　・家庭支援　男性の家事力ＵＰ推進セミナーの開催　など

県民生活・男
女共同参画課

女性が輝くおおいたづく
り推進事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

多文化共生社会を推進し外国人材から選ばれる大分県を実現するた
め、外国人が日常生活や社会生活を円滑に営み、安全に安心して暮らす
ことのできる受入環境を整備する。
　・外国人総合相談センターの運営
　・日本語教室ボランティア養成研修の実施
【新】コーディネーター派遣による企業内日本語教室の開催支援
　・災害時における外国人支援人材育成セミナーの開催　など

国際政策課外国人受入環境整備事業177

特
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667,582 
(672,189)

⑦活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

185

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等が行う魅力ある地域づ
くりや特色ある取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率　３／４以内　　限度額　２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／３～１／２以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認５，０００万円）
　　　　　　　　　支援期間　最長３年
　・地域活力拠点創出枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　　限度額　３，０００万円
【新】空き家ビジネス活用支援枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　　限度額　３００万円

おおいた創生
推進課

地域活力づくり総合補助
金

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

184

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
（再掲）大分にこにこ保
育支援事業

資料４
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３　人を育み基盤を整え発展する大分県

①生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造
（単位：千円）

115,673 
(0)

169,542 
(120,050)

16,551
(18,085)

859,826 
(657,993)

33,538
(32,938)

30,083 
(0)

15,942 
(0)

2,222 
(0)

「教育県大分」の取組では、ＩＣＴを効果的に活用し確かな学力を育成するため、ＩＣＴ教育サポー
ターの派遣等を行うとともにＥｄＴｅｃｈ教材を引き続き導入する。また、いじめ・不登校等の未然防
止、解決のため、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置体制を充実していく。

芸術文化・スポーツでは、本年４月に開幕する東アジア文化都市２０２２や来年開催予定のツール・
ド・九州２０２３の成功に向けた取組を着実に実施する。

交通ネットワークの充実では、大分空港への海上アクセス整備とあわせ、空港を起点としたＭａａＳの
実証を行う。

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

186

ＩＣＴを効果的に活用した授業改善を図るため、ＩＣＴ教育サポー
ターを育成・派遣するプラットフォームを運営するほか、教職員などが
優良授業事例等を閲覧できるポータルサイトを開設する。 教育デジタル

改革室
新時代の学びを支えるＩ
ＣＴ活用推進事業

187

これからの時代を担う高校生の確かな学力の育成とグローバル教育及
びＳＴＥＡＭ教育を推進するため、英語４技能育成システムを構築する
ほか、先端技術を活用したＥｄＴｅｃｈ教材を引き続き導入する。
　・英語４技能の育成に向けた認定テストの実施と指導体制確立
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・ＳＴＥＡＭ教育のための学習用教材の導入

高校教育課
（一部再掲）未来へつな
ぐ学び推進事業

小・中学校での主体的・対話的で深い学びを推進するため、授業のイ
ノベーションを促すフロンティア校においてＩＣＴ活用による授業改善
等を実施するとともに、中山間地域等における遠隔教育の実証を行う。
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・中山間地域等の小規模校における遠隔教育の実証　など

義務教育課
（一部再掲）未来を創る
ＧＩＧＡスクール推進事
業

188

189

小・中学校での学力向上を図るため、客観的な数値目標を盛り込んだ
推進計画を策定し、組織的な授業改善に取り組む市町村に対し、小学校
教科担任制における専科教員（６８人）等を配置する。

基礎・基本の定着に加え、活用力を把握するため、学力定着状況調査
（小５及び中２）を実施する。

義務教育課
未来を創る学力向上支援
事業

190

先端科学技術分野で活躍できる人材を育成するため、高校生が宇宙や
エネルギー分野に興味を持ち、挑戦意欲の醸成に繋がる講座等を実施す
る。
　・高校生を対象とした通年型のＳＴＥＡＭ課題研究講座の実施
　・ＳＴＥＡＭフェスタ及び宇宙と科学の高校生シンポジウムの開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

高校教育課次世代人材育成推進事業

193

地域共生社会の実現に取り組む福祉人材を確保・育成するため、福祉
系高校において最先端の知識・技術習得に向けた取組を強化するととも
に、福祉教育の魅力などの情報発信等を行う。
　・先進施設と連携した実習・体験活動の実施
　・海外福祉系学校とのオンライン研修　など

高校教育課
地域を支える福祉人材育
成事業

191

本県産業の持続的な発展を担う技術人材を確保・育成するため、工業
系高校において県内就職に向けた取組を強化するとともに、先端機器を
活用した授業を実践する。
　・キャリアプロデューサーの配置の拡充（２名→４名）

高校教育課
地域とつむぐ技術人材育
成事業

192

将来の地域を担うビジネスリーダーを確保・育成するため、商業系高
校において課題発見・解決能力の向上に繋がる授業等を実施する。
　・地域の課題発見・解決力を育成する「おおいた地域未来塾」の開催
　・インバウンド向け観光ツアーの企画・コンテストの実施
　・魅力あるＥＣサイト構築に向けた研修の実施

高校教育課
大分の未来を担うビジネ
スリーダー養成事業

特

特

特
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37,986 
(49,611)

45,199 
(42,595)

756,052 
(865,814)

74,724 
(78,999)

41,390 
(40,307)

1,649 
(0)

24,195 
(0)

169,294 
(170,139)

267,030 
(230,247)

104,424 
(91,003)

3,786,711 
(3,720,751)

　

194

地域の高校が中学生から選ばれ、地域に活力を生む学校となるため、
地域課題探究学習の実践等地域と連携した取組を強化するとともに、中
山間地域に立地する小規模高校とのネットワーク構築に取り組む。
　・高校を核としたプロジェクトの実施
　　　限度額　基本型８０万円、選択型７０万円
　　　　（特別枠は上記限度額に２００万円追加）
　・小規模高校におけるＩＣＴを活用した教育授業の実証

高校教育課
地域との協働による高校
魅力化推進事業

195

小・中学生の科学に関する好奇心や探究心を育むため、学習機能を
持った「体験型子ども科学館Ｏ-Ｌａｂｏ（オーラボ）」を運営し、企
業・大学・高校と連携した科学体験講座を実施する。
　・科学体験講座を開催するサテライトラボ（地域拠点）の拡充
【特】中学生を対象とした理数系講座「みらいの教室」の実施　など

社会教育課子ども科学体験推進事業

196

コロナ禍における児童生徒の学びを保障するため、消毒等の事務作業
を支援するスクールサポートスタッフ及びきめ細かな指導を行う学習指
導員を配置する。
　・スクールサポートスタッフ　４３０人
　・学習指導員　　　　　　　  ３６３人

教育人事課
教員業務サポートスタッ
フ等派遣事業

197

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置の拡充
　※１学期産休取得予定者に加え、２学期に産休取得予定の小学校及び
　　特別支援学校の学級担任教諭を対象に追加

教育人事課
（再掲）教員の産休・育
休取得促進事業

199

教員の部活動指導の負担軽減と生徒の文化部活動への参加機会確保を
図るため、文化部活動の地域移行・合同部活動実施にかかる調査研究を
行う。

文化課文化部活動改革推進事業

201

いじめや不登校を未然に防止するため、教育相談体制を充実するとと
もに、先端技術を活用し早期発見に向けた取組を強化する。
【特】ＡＩを活用したメンタルヘルス分析の試験導入
　・地域児童生徒支援コーディネーターの配置（２２人）　など

学校安全・安
心支援課

いじめ・不登校等防止推
進事業

198

教員の部活動指導の負担軽減と経験者による指導の充実を図るため、
部活動指導員を配置するとともに、総合型地域スポーツクラブと連携
し、部活動の地域移行等に関する調査研究を行う。
　・部活動指導員　１３５人（公立中学校１２２人、県立高校１３人）
　・中学校部活動の総合型地域スポーツクラブへの試行的移行（２校）

体育保健課
学校部活動改革サポート
事業

200

特別支援学校生の一般就労を促進するため、県立さくらの杜高等支援
学校の授業内容を充実させ県内の特別支援学校に配信するとともに、教
員向け研修などを実施する。
　・外部講師による授業の実施と他校へのＷＥＢ配信
　・教員向け専門教科実務研修や企業実地研修の実施　など

特別支援教育
課

（再掲）さくら咲く特別
支援学校就労促進事業

202

児童生徒や保護者の悩み等に対応するため、専門的な知識・経験を有
するスクールカウンセラーを小・中・高等学校・特別支援学校に配置す
る。
　・スクールカウンセラーを全公立小中高・特別支援学校に配置
　・ヤングケアラーのための配置拡充
　・フリースクールに通う児童生徒の支援　など

学校安全・安
心支援課

いじめ・不登校等解決支
援事業

203

貧困など家庭環境に起因する不登校等の未然防止、解決のため、社会
福祉士等の資格を持つスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）及びＳＳ
Ｗへの助言を行うスーパーバイザーを配置する。
　・ヤングケアラーのための配置拡充
　・フリースクールに通う児童生徒の支援　など

学校安全・安
心支援課

スクールソーシャルワー
カー活用不登校等対策事
業

204

私立学校の教育条件の向上と経営の健全性確保等を図るため、学校法
人等に対し運営費の助成などを行う。
　・高校１５校、中学校４校、小学校１校
　　【新】理系の女子生徒などを対象とした特別講習等への支援
　　【新】ＩＣＴ活用に関する支援体制の整備

私学振興・青
少年課

私学振興費

特

特
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7,492 
(0)

285,744 
(275,796)

1,069,304
(1,108,912)

12,100 
(20,300)

3,688,038 
(4,315,890)

8,127 
(0)

②芸術文化による創造県おおいたの推進
（単位：千円）

351,768 
(0)

46,259 
(61,251)

212

本県を訪れる観光客が様々な芸術文化施設やイベント開催地を往来
し、地域を活性化する好循環を創出するため、県立美術館（ＯＰＡＭ）
を中核としたカルチャーツーリズムを展開する。
　・ＯＰＡＭと各地の芸術文化活動・資源等をつなぐツアー造成
　・ＯＰＡＭの機能強化に向けたデジタルコンテンツの作成　など

芸術文化スポ
ーツ振興課

芸術文化施設を拠点とし
た観光循環創出事業

211

中国温州市・済南市、韓国慶州市と連携し、文化を通じた交流による
東アジアの新たな未来を切り拓くため、多様な芸術文化イベントを実
施・発信するほか、芸術文化団体による都市間交流等を行う。
　・開催期間　令和４年４月～１２月
　・開幕事業
　　　会　場　ビーコンプラザ
　　　内　容　開幕式典、日中韓芸術団体による公演、別府アルゲリッ
　　　　　　　チ音楽祭別府公演　など
　・都市間交流事業
　　　内　容　コア事業（in ＢＥＰＰＵ、大分アジア彫刻展など）
　　　　　　　連携事業（県内各地でのイベント・公演、交流都市のア
　　　　　　　　　　　　ーティスト招聘による作品制作）　など
　・閉幕事業
　　　会　場　芸術文化ゾーン（iichiko総合文化センター、県立美術
　　　　　　　館及びその周辺）
　　　内　容　県内芸術団体による創作舞台　など

芸術文化スポ
ーツ振興課

東アジア文化都市２０２
２大分県開催事業

210

障がい者の生涯にわたる学びを支援するため、関係機関の連携体制を
構築するとともに、地域における生涯学習の実践研究等を行う。
　・社会教育施設における教養講座の実施　など

社会教育課
（再掲）生涯を通じた障
がい者の学び支援事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

208

幼稚園教諭の負担を軽減するため、業務改善に向けたＩＣＴ設備導入
等を行う学校法人に対し助成する。
　・補助率　３／４　　限度額　７５万円

認定こども園等へ円滑に移行できる環境を整えるため、認可申請事務
等を行う職員を雇用する学校法人に対し助成する。
　・補助率　１／２　　限度額　８０万円

こども未来課
（再掲）私立幼稚園業務
改善等支援事業

209

教育環境の改善を図るため、老朽化した校舎等の新増改築・大規模改
造など県立学校の施設や設備の整備を行う。
　・第三次特別支援教育推進計画に基づく施設整備
　　（大分地区新設特別支援学校校舎の建設、別府地区基本設計等）
  ・大規模改造（中津東高校など１１校）　など

　〔債務負担行為　８９８，０２２千円〕

教育財務課県立学校施設整備事業

207

幼児教育の充実を図るため、私立幼稚園を設置する学校法人に対し運
営に要する経費を助成する。
　・私学振興費　　１１施設
　・施設型給付費　１３施設

こども未来課
（再掲）私立幼稚園運営
費

206

国の授業料実質無償化の対象とならない年収590万円以上910万円未満
世帯における私立高校生の保護者の経済的負担を軽減するため、授業料
減免を行う私立高校に対し助成する。
　・支援額　月額10,000円

私学振興・青
少年課

（再掲）私立高等学校授
業料減免支援事業

205
私学振興・青
少年課

（再掲）私立学校理工系
女子育成支援事業

女性の活躍を推進するため、女子生徒が理工系分野への興味・関心を
高める機会を提供するとともに、保護者などを対象としたイベント等を
実施する。
　・生徒や保護者、教職員を対象とした地区別講演会の開催
　・大学や企業を見学するバスツアーの実施
　・身近なロールモデルとの交流会の開催
　・ＳＮＳ等を活用した活躍する理工系女子の情報発信

特

新

新
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24,595 
(0)

40,745 
(35,272)

14,889 
(13,844)

③スポーツの振興
（単位：千円）

32,056 
(0)

19,804 
(0)

36,079 
(39,830)

45,300 
(73,760)

58,959 
(0)

220

令和５年度に開催される国民体育大会九州ブロック大会を成功させる
ため、競技環境の整備等を行う。

体育保健課
国民体育大会九州ブロッ
ク大会開催準備事業

214

障がい者の芸術文化活動を継続・発展させるため、おおいた障がい者
芸術文化支援センターを運営し、福祉事業所等に対する相談支援や芸術
文化活動の発表・鑑賞機会の提供等を行う。
【特】東アジア文化都市2022大分県開催事業と連携して中国・韓国の障
　　　がい者アート作品を展示

障害者社会参
加推進室

障がい者芸術推進事業

218

ラグビーワールドカップ２０１９のレガシーを継承するため、ラグ
ビーの魅力や本県がセカンドホストエリアである横浜キヤノンイーグル
スを活かした取組を行う。
　・ラグビーを体感する先端技術を活用したラグビー体験会の開催
　・ラグビー教室の開催やキヤノンイーグルス等による学校訪問の実施
　・キヤノンイーグルスホスト戦への県民無料招待の実施　など

芸術文化スポ
ーツ振興課

ラグビーワールドカップ
２０１９レガシー継承事
業

ツール・ド・九州２０２３を契機にサイクルツーリズムを推進するた
め、サイクルを活用した滞在型観光モデルコースの作成やＳＮＳを活用
した情報発信等に取り組む。 観光誘致促進

室
（再掲）大分のサイクル
魅力発信事業

213

令和５年度に予定されている総合文化センター天井耐震改修工事に合
わせ、本県芸術文化の拠点としての魅力をさらに高めるため、ユニバー
サルデザイン化や老朽化した設備の更新等に向け、実施設計等を行う。 芸術文化スポ

ーツ振興課
県立総合文化センター機
能向上改修事業

219

障がい者スポーツへの注目の高まりを継承し、共生社会の実現に向け
た機運の醸成を図るため、第４１回大会を開催するとともに、障がい者
がスポーツを身近に楽しめる機会の拡充等に取り組む。
【新】総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞにおける障がい者ｽﾎﾟｰﾂ環境整備への支援
【新】小・中学生向け障がい者ｽﾎﾟｰﾂ体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの検証　など

障害者社会参
加推進室

国際車いすマラソン大会
開催事業

215

「大分県文化財保存活用大綱」に基づき、地域とともに文化財を活か
して守るため、市町村の地域計画作成を支援するほか、文化財への理
解・関心を高める情報発信の強化や人材育成等を行う。
　・国・県指定文化財のデジタル図鑑の制作
　・子ども学芸員による企画展の開催　など

文化課
活かして守る大分の文化
財保護推進事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

216

サイクルスポーツの普及拡大とサイクルツーリズムを通じた地域活性
化を図るため、令和５年に日田市で開催予定のツール・ド・九州２０２
３における大分ステージの準備を進めるとともに、機運醸成に向けたイ
ベント等を実施する。
　・サイクルスポーツの楽しみ方等を伝えるイベントの開催
  ・自転車の魅力を発信するイベントやこども自転車教室の開催
　・サイクル食の開発やグルメライドイベントの開催　など

芸術文化スポ
ーツ振興課

ツール・ド・九州推進事
業

217

特

新

特

特
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④「まち・ひと・しごと」を支える交通ネットワークの充実
（単位：千円）

43,456 
(41,668)

124,000 
(189,166)

1,800 
(1,800)

4,277,929 
(0)

10,000 
(0)

15,360,999 
(14,573,724)

800,000 
(800,000)

225

ホーバークラフト就航に向け、大分空港を起点とした県内各地への最
適な移動手段の検索や予約、決済等を一括で行えるよう、交通事業者等
と連携しＭａａＳを活用した実証に取り組む。

交通政策課
（再掲）大分空港を起点
としたＭａａＳ実証事業

226

高速道路を補完する循環型高速交通ネットワークの形成を図るため、
高規格道路を整備するとともに、その他の国・県道の線形不良・幅員狭
小箇所等の改良を行う。
　・中津日田道路（日田市、中津市)
　・国道３８７号（九重町）
　・三重新殿線　（豊後大野市）　など

道路建設課（公）道路改良事業

227

住民の生活に密着した道路の利便性・安全性を低コストかつ短期間で
向上させるため、路肩の拡幅や簡易歩道整備等の小規模な改良や、通学
路安全対策を実施する。
　・別府山香線（別府市）
　・大分臼杵線（大分市）
　・三重弥生線（佐伯市）　など

道路保全課（単）身近な道改善事業

223

東九州新幹線の整備計画路線への格上げを図るため、国への要望活動
を行うとともに、地元機運を醸成するためのシンポジウムを開催する。

交通政策課東九州新幹線推進事業

224

大分空港へのアクセス時間を短縮し、観光やビジネス等における利便
性を高め、地方創生を加速させるため、ホーバークラフトを購入するほ
か、発着地におけるターミナルや駐車場、防音施設等を整備する。

　〔債務負担行為　１，７８０，８２２千円〕

交通政策課
大分空港海上アクセス整
備事業

222

コロナ禍で利用者が減少している交通機関の早期利用回復を図るた
め、各交通事業者の特性を生かした商品造成等を行う。
　・滞在時間の延長や満足度向上につながる企画商品の造成・販売
　・ユニバーサルデザインタクシーの導入支援
　　　補助率　１／３　　限度額　６０万円

交通政策課
（再掲）公共交通活性化
促進事業

221

九州の東の玄関口としての拠点化を推進するため、県内外を結ぶ交通
ネットワークの充実に向けた取組を実施する。
　・フェリー事業者の広報ＰＲの取組に対する助成
　・航空会社や近隣空港と連携した国内航空路線の利用促進　など

交通政策課
九州の東の玄関口として
の拠点化推進事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額
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４ 行財政改革の着実な推進
（単位：千円）

38,428 
(0)

67,029 
(109,429)

228

マイナンバーカードの利用促進を図るため、自治体の各種施策への参
加者等に対し、簡易で迅速にポイントを付与できる基盤を構築する。
　・大分県版マイナポイント制度の創設
　　　対象　大分県電子申請システムを利用した個人
　　　　　　県が実施する県民参加型イベント等に参加した個人

行政企画課
マイナンバーカード利活
用推進事業

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

229

県有財産の適正管理を図るため、将来にわたる県民ニーズを見据えた
県有建築物の総量縮小や県有財産の利活用を推進する。
　・別府総合庁舎再編に係る実施方針の作成や事業者の募集等に向けた
　　アドバイザリー業務の委託　など

　〔債務負担行為　２，８６３，８４１千円〕

県有財産経営
室

県有財産総合経営推進事
業

特
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（単位：千円）

1,076,000 
(1,241,284)

1,200,000 
(0)

1,670,000 
(0)

19,765,000 
(16,630,729)

6,700 
(0)

28,972 
(31,290)

150,100 
(501,706)

3,361 
(4,605)

392,085 
(420,739)

8

感染症患者が発生した社会福祉施設等の福祉サービス提供体制を維持
するため、人的支援が必要な施設等へ応援職員を派遣する。

福祉保健企画
課

社会福祉施設職員等確保
支援事業

5

感染症発生時等の感染対応力を強化するため、医療機関や施設職員等
に対する研修を実施するとともに、感染管理認定看護師の資格取得を支
援する。
　・人材育成等を行う感染管理アドバイザーの配置
　・感染管理認定看護師資格取得時の代替看護師確保への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　２００万円

感染症対策課感染対応力強化推進事業

7

感染拡大防止のため、社会福祉施設等が取り組む感染対策に要する経
費等に対し助成する。
　・対象施設　高齢者福祉施設、障害者支援施設、児童福祉施設、私立
　　　　　　　幼稚園等
　・補 助 率　１０／１０

福祉保健企画
課

社会福祉施設等新型コロ
ナウイルス感染対策支援
事業

4

感染症患者の入院治療等を速やかに開始するため、あらかじめ受入れ
医療機関等の病床や宿泊療養施設を確保するとともに、医療従事者の負
担軽減に向けた取組を支援する。
　・入院受入れ医療機関の病床確保への助成
　・無症状や軽症の患者が療養する宿泊施設の確保、運営
　・入院病床に係る清掃の外部委託への助成　など

医療政策課
新型コロナウイルス感染
症療養体制確保事業

6

クラスター発生時における更なる感染拡大の防止や医療提供体制の維
持のため、人的支援が必要な医療機関等へ医療従事者を派遣する。

医療政策課
新型コロナウイルス対応
医療機関等支援事業

3

希望者への３回目のワクチン接種を計画的に推進するため、市町村等
と連携し、個別接種会場における接種回数の増など接種体制の強化に取
り組む。
　・接種回数を継続的に拡充した診療所への手当の支給
    　週に100回以上接種　2,000円/回
　　　週に150回以上接種　3,000円/回
　・接種を集中して行った医療機関への協力金の支給
　　　日に50回以上接種　100,000円/日
　・休日等に集団接種会場に医師を派遣した医療機関への助成
  ・県営接種センターの設置　など

感染症対策課
ワクチン接種体制緊急強
化事業

2

感染リスクを引き下げるとともに、県民の不安を解消するため、公費
負担を行うＰＣＲ等検査の対象者を拡大する。
　・感染拡大の傾向が見られる場合、県の判断により感染の不安がある
　　無症状者へのＰＣＲ等検査を無償化

感染症対策課
感染拡大傾向時検査体制
確保事業

感染拡大防止対策の主な事業概要　　

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

1

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、ＰＣＲ検査等を実施す
る。
　・衛生環境研究センターや医療機関などによるＰＣＲ等検査の実施
　・郡市医師会等によるＰＣＲ検査センターの設置
　・出産前妊婦のＰＣＲ検査費の助成（補助率１０／１０）
　・県民からの受診相談等に対応するコールセンターの設置　など

感染症対策課
新型コロナウイルス感染
症対策事業

9

コロナ禍における児童生徒の学びを保障するため、消毒等の事務作業
を支援するスクールサポートスタッフを配置する。
　・スクールサポートスタッフ　４３０人

教育人事課
（一部再掲）教員業務サ
ポートスタッフ等派遣事
業

特
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（単位：千円）

2,977,200 
(2,977,000)

63,809
(171,504)

168,143 
(154,866)

133,510
(0)

68,708
(58,722)

10,109 
(0)

10,000
(0)

119,574 
(103,163)

9,960
(4,957)

192,109 
(147,464)

5

（一部再掲）中小企業金
融対策費

2

3

新たなビジネスや雇用を創出し、地域経済の活性化を図るため、創業
の裾野拡大と成長志向の高い起業家の発掘・育成等に取り組む。
【特】中小事業者アトツギ向けの新規事業創出支援
【特】関東圏等在住の大分ゆかりのビジネスパーソンと県内スタート
　　　アップ企業等とのマッチング支援　など

経営創造・金
融課

（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

（再掲）おおいたＤＸ共
創促進事業

民間事業者等のＤＸの取組を下支えするため、ビッグデータの利活用
に向けた連携基盤の整備や人材の育成等に取り組む。
　・小中学生向けプログラミングコンテストや高校生向け出前授業等の
　　実施
　・ＡＩ・ビッグデータ活用人材育成セミナー等の開催　など
【特】本県のＤＸ施策を加速するため、専門的知見と柔軟な思考を持つ
外部の副業人材をアドバイザーとして活用する。

ＤＸ推進課
（再掲）おおいたＤＸ推
進事業

4

民間事業者等のＤＸを推進するため、ＤＸに取り組む事業者と支援す
る企業を繋ぐパートナーシップの形成やモデル事例の創出に向けた伴走
支援等に取り組む。
　・ＤＸの必要性等を理解するセミナーや相談会の開催
　・ＤＸ推進パートナーの伴走によるモデル事例の創出　など

ＤＸ推進課

1

8

ポストコロナにおける国内観光客の復活に向け、デジタルマーケティ
ングの活用や本県ならではのコンテンツを生かした誘客対策等を実施す
る。
【特】デジタルマーケティングを活用した効果的な誘客の実施
　・観光コンテンツ強化に向けたワークショップ等の開催　など

観光誘致促進
室

（再掲）国内誘客総合推
進事業

9

観光客の受入体制を強化するため、観光統計調査等の分析を行うとと
もに、アウトドアガイド認証制度の創設や着地型旅行商品の造成等に取
り組む。

観光政策課
（一部再掲）ツーリズム
推進基盤強化事業

6

小規模事業者の経営力強化を図るため、商工会・商工会議所が行う経
営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に
要する経費に対し助成する。
【特】経営指導員のスキルアップによる小規模事業者のデジタル化支援

商工観光労働
企画課

（一部再掲）小規模事業
支援事業

7

県内中小製造業の生産性向上による競争力強化を図るため、ものづく
り企業に特化した経営層向けのデジタル化促進講座やデジタル技術に精
通した自社人材の育成支援等を行う。
　・ＩｏＴ、ＡＩ等を活用した生産性向上の取組への助成

工業振興課
（一部再掲）デジタルも
のづくり推進事業

10

ポストコロナにおけるインバウンドの復活に向け、特定国に依存せ
ず、中国を中心とした東アジア、東南アジア、欧米・大洋州などを対象
に誘客対策や情報発信を行う。
【特】東アジア文化都市事業と連携した誘客対策
【特】県内留学生を活用した情報発信　など

観光誘致促進
室

（再掲）インバウンド推
進事業

社会経済再活性化対策の主な事業概要　　

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

大分空港における水平型宇宙港の実現を図るため、法令・技術関係の
調査や関係機関との調整を進めるとともに、スペースポートを核とした
経済循環（エコシステム）の創出に取り組む。
【特】本県に関心を持つ県外宇宙企業のプラットフォーム構築
【特】宇宙ビジネス人材育成講座の開催　など

先端技術挑戦
課

（再掲）スペースポート
推進事業

中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠１，０００億円）
　・新型コロナウイルス感染症の影響でセーフティネット保証の認定等
　　を受け、経営改善や再活性化に取り組む事業者向け資金(100億円)

経営創造・金
融課

特

特
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59,511
(120,761)

124,000 
(189,166)

49,814 
(0)

20,000 
(0)

76,320 
(31,000)

49,500 
(30,000)

8,984 
(0)

115,673 
(0)

18

ＩＣＴを効果的に活用した授業改善を図るため、ＩＣＴ教育サポー
ターを育成・派遣するプラットフォームを運営するほか、教職員などが
優良授業事例等を閲覧できるポータルサイトを開設する。 教育デジタル

改革室

（再掲）新時代の学びを
支えるＩＣＴ活用推進事
業

（一部再掲）おおいた和
牛流通促進対策事業

17

県産材の需要拡大と製材加工の低コスト化を図るため、木材の加工流
通施設の整備等を支援するとともに、大径材の利用促進の取組等を実施
する。
【特】県外プレカット工場への大径材製品のサンプル出荷

林産振興室
（一部再掲）林業再生県
産材利用促進事業

移住後速やかな就農や兼業での就農を希望する者など、多様な担い手
を確保・育成するため、市町が行うリース方式の圃場の整備を支援す
る。
【新】産地担い手ビジョンに基づく地域提案型スタートアップ圃場の整
　　　備への助成（補助率１／２）

新規就業・経
営体支援課

（一部再掲）農業活性
化・スタートアップ圃場
設置事業

16

おおいた和牛の認知度向上と流通拡大を図るため、量販店等に対して
戦略的なＰＲ対策を実施する。
【新】全国和牛能力共進会会場でのＰＲ支援
【新】大分市中心部におけるＰＲイベントの実施
　・県外店舗拡大支援（サポーターショップ、量販店）　など

畜産振興課

14

短期集中県域支援品目の有利販売を実現するため、全農おおいたが実
施する戦略的な販売促進活動を支援する。
　・白ねぎ・ピーマンの販路開拓アドバイザーの配置
　・高糖度かんしょの量販店における販促活動の強化
  ・ベリーツの高級量販店等と連携したキャンペーンの実施　など

おおいたブラ
ンド推進課

（再掲）短期集中県域支
援品目販売戦略推進事業

15

13

飲食店での新型コロナウイルス感染症拡大を防止するため、「安心は
おいしいプラス」認証店における対策状況の確認等を行う。

食品・生活衛
生課

（再掲）「安心はおいし
いプラス」認証制度推進
事業

11

「おんせん県おおいた」のさらなるブランド力向上を図るため、ター
ゲットに応じた効果的な媒体を選択するとともに、最適なタイミングで
情報を発信する。
　・WEBマガジン「edit Oita」等による県外に向けた魅力情報の発信
　・首都圏、関西圏等を中心としたパブリシティ活動　など

広報広聴課
（一部再掲）おおいたブ
ランド戦略強化事業

12

コロナ禍で利用者が減少している交通機関の早期利用回復を図るた
め、各交通事業者の特性を生かした商品造成等を行う。
　・滞在時間の延長や満足度向上につながる企画商品の造成・販売
　・ユニバーサルデザインタクシーの導入支援
　　　補助率　１／３　　限度額　６０万円

交通政策課
（再掲）公共交通活性化
促進事業

特

資料４
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（単位：千円）

 ○社会増対策

176,929 
(142,336)

37,185 
(24,120)

40,747 
(40,510)

51,161 
(51,555)

9,490 
(7,815)

76,320 
(31,000)

15,354
(11,910)

34,615 
(31,600)

雇用労働政策
課

4

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを推進するため、福岡市中心部の拠
点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者の就職に対する意識や
関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

修学意欲が旺盛で優秀な留学生の経済的負担を軽減するため、奨学金
を給付する。
　・私費外国人留学生奨学金
　　　対象　学業・人物優秀な大学生等　　給付額 ３万円/月(８０人)
【特】意欲ある留学生の県内就職を促進するため、インターンシップ生
を積極的に受け入れ海外展開を図る県内企業を支援する。

国際政策課外国人留学生支援事業

雇用労働政策
課

県外若年者ＵＩＪターン
推進事業

7

経営継承を促進するため、相談窓口の設置や早期継承の意識啓発研修
等を実施する。
【特】譲渡資産を客観的に評価する簡易査定の実施
【特】経営資源情報バンクの設置
　・経営継承コーディネーターの設置　など

新規就業・経
営体支援課

農業経営継承・発展支援
事業

8

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金　(国)137.5万円/年(45歳未満)
　・中高年移住就業給付金　　(県)　100万円/年(45歳以上55歳未満)
【新】ＷＥＢサイトを活用した情報発信

林務管理課
林業新規参入者総合支援
事業（一部）

おおいた創生
推進課

求人が堅調なＩＴ分野への就職・転職による移住を促進するため、ｄ
ｏｔ.等を活用したイベントを開催するとともに、ＩＴ技術の取得講座
等を実施する。
　・ＩＴ企業と移住希望者のマッチングイベントの開催
　　（東京、大阪、福岡）
　・ＩＴ技術スクールの受講支援（定員５０人）　など
【特】人材が不足している保育士、介護職、看護職への県外からの就職
による移住を促進するため、情報発信や就職支援等を行うアドバイザー
を配置するほか、資格取得に向けた支援を行う。
　・スキルアップアドバイザーの設置
　・保育士を目指す移住希望者に対するオンライン講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・介護職を目指す移住希望者に対する初任者研修講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・看護職を目指す移住者に対する資格取得経費等への助成
      限度額　２０万円（１０人）

スキルアップ移住推進事
業

3

2

6

移住後速やかな就農や兼業での就農を希望する者など、多様な担い手
を確保・育成するため、市町が行うリース方式の圃場の整備を支援す
る。
【新】産地担い手ビジョンに基づく地域提案型スタートアップ圃場の整
　　　備への助成（補助率１／２）

新規就業・経
営体支援課

農業活性化・スタート
アップ圃場設置事業（一
部）

5

県内中小企業の人材確保を支援するため、若手社員と理系学生等との
交流イベントを実施するほか、ふるさと求人マッチングサイトの運営等
を行う。おおいた元気企業マッチ

ング促進事業

（再掲）人口減少対策の主な事業概要　　

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算案

令和３年度
当初予算額

1

本県へのＵＩＪターンを促進するため、移住相談員の配置をはじめ、
移住相談会やオンラインツアーを実施するほか、市町村と連携し、安心
して移住できる地域づくりや移住者への居住支援等に取り組む。
【特】移住支援活動に取り組む団体への助成
　　　　限度額　６０万円（県１／２　市町村１／２）
【特】県外からの移住者の住宅確保経費への助成
        子育て世帯　限度額　３０万円（県１／２　市町村１／２）
　　　　その他　　　限度額　２０万円（県１／２  市町村１／２）
　・宿泊施設等を活用したお試し移住経費への助成
　　　限度額　７２万円／地域（県１／２　市町村１／２）　など

おおいた創生
推進課

ふるさと大分ＵＩＪター
ン推進事業
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 ○自然増対策

60,654 
(38,108)

161,523 
(524,087)

　

929,372 
(908,897)

667,582 
(672,189)

74,724 
(78,999)

13

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置の拡充
　※１学期産休取得予定者に加え、２学期に産休取得予定の小学校及び
　　特別支援学校の学級担任教諭を対象に追加

教育人事課
教員の産休・育休取得促
進事業

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
大分にこにこ保育支援事
業

9

若者の結婚の希望を後押しするため、「出会いサポートセンター」を
運営し、市町村、民間団体、企業等と連携した出会いの場づくり等を総
合的に実施する。
【特】ＡＩを活用したマッチングシステムの導入　など

こども未来課おおいた出会い応援事業

12

11

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子どもたちの健康保持と健全育成
を図るため、子ども医療費を軽減する市町村に対し助成する。
　・通 　 院　未就学児まで
　・入  　院　中学生まで
　・自己負担　通院１日５００円（上限：月４回、３歳未満 月２回）
　　　　　　　入院１日５００円（上限：月１４日）

こども未来課子ども医療費助成事業

不妊治療費助成事業10

【新】不妊治療の経済的負担を軽減するため、特定不妊治療のうち保険
適用治療と併せて行った先進医療に要する経費について、市町村と連携
して自己負担が概ね３割となるよう助成する。
　・助成回数　４０歳未満　　　　　　１出産あたり６回
　　　　　　　４０歳以上４３歳未満　１出産あたり３回
  ・助 成 額　先進医療に要する費用の７割
　※令和４年度から保険適用となるが、移行期の治療計画に支障が生じ
　　ないよう、年度をまたぐ１回の治療について現行の助成制度で支援
　※３年度に開始した一連の治療計画で、保険適用と適用外の治療を併
　　せて行う場合、保険適用相当分の７割を経過措置として助成
　　（助成上限　３０万円）

不妊を心配する夫婦の早期受診を促すため、市町村と連携して不妊検
査に要する費用を助成する。
　・対象者　　妻の年齢が４３歳未満かつ婚姻２年以内の夫婦又は妻の
　　　　　　　年齢が３０歳未満の夫婦
　・助成上限　３万円

こども未来課
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(単位:千円、％)

令 和 ４ 年 度
当 初 予 算 案

令 和 ３ 年 度
当 初 予 算 額

増 減 額 伸 び 率

(A) (B) (A)-(B) (A)-(B)/(B)

164,725,357 157,211,722 7,513,635 4.8 

9,998,666 6,106,766 3,891,900 63.7 

130,742,146 122,542,284 8,199,862 6.7 

12,574,714 13,087,835 △ 513,121 △ 3.9 

100,275,101 100,266,752 8,349 0.0 

(29,892,229) (29,026,804) (865,425) (3.0)

(66,335,966) (67,552,322) (△ 1,216,356) (△ 1.8)

110,678,057 113,393,538 △ 2,715,481 △ 2.4 

26,840,003 27,392,018 △ 552,015 △ 2.0 

2,710,396 2,364,217 346,179 14.6 

(96,228,195) (96,579,126) (△ 350,931) (△ 0.4)（うち公共事業）

717,841,000 702,731,000 15,110,000 

△ 1.5 

2.2 

教 育 委 員 会

0.6 

96,553,742 97,997,227 △ 1,443,485 

合      計

農 林 水 産 部

（うち公共事業）

62,742,818 62,368,641 374,177 

警  察  本  部

会 計 管 理 局
議会・人事委・監査事務局

土 木 建 築 部

（うち公共事業）

福 祉 保 健 部

生 活 環 境 部

商工観光労働部

部　　局　　名

令和４年度一般会計当初予算案

総    務    部

企 画 振 興 部
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        　 (単位:千円、％)

令 和 ４ 年 度
当 初 予 算 案

令 和 ３ 年 度
当 初 予 算 額

増　減　額 伸び率

(A) (B) (A)-(B) (A)-(B)/(B)

公債管理特別会計 134,586,479 134,150,852 435,627 0.3

国民健康保険事業特別会計 119,770,914 119,045,990 724,924 0.6

母子父子寡婦福祉資金特別会計 91,769 163,977 △ 72,208 △ 44.0

中小企業設備導入資金特別会計 66,939 52,203 14,736 28.2

流通業務団地造成事業特別会計 4,069,585 1,124,121 2,945,464 262.0

林業・木材産業改善資金特別会計 1,003,341 1,005,596 △ 2,255 △ 0.2

沿岸漁業改善資金特別会計 201,886 201,891 △ 5 0.0

県営林事業特別会計 613,781 595,274 18,507 3.1

臨海工業地帯建設事業特別会計 1,384,052 1,601,819 △ 217,767 △ 13.6

港湾施設整備事業特別会計 4,855,057 3,398,589 1,456,468 42.9

用品調達特別会計 2,108,025 1,848,223 259,802 14.1

合          計 268,751,828 263,188,535 5,563,293 2.1

特 別 会 計 名

 令和４年度特別会計当初予算案
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針

-

生涯健康県おおいた２１推進事業 584 ・若年者喫煙対策として、学校や薬剤師会等と連携
し、児童生徒や保護者に対する喫煙防止講習会を
引き続き行っていく。

-

ライフデザイン創造促進事業 2,594 ・高校生や新成人が、将来の仕事・結婚・子育てなど
について早い時期からイメージし、自らのライフデザ
インを考えていけるよう、啓発冊子の配布等を行う。

資料4
P2（2）

不妊治療費助成事業 161,523 ・身体・生殖・妊娠・不妊等についても、正しい知識を
持って、早い時期から妊娠・出産について考えてい
けるよう県助産師会による出前講座や啓発冊子の
配布等を行う。

-

不妊専門相談センター運営事業
10,134

・女性やカップルが、将来の妊娠・出産を考えながら
自らの生活や健康に向き合えるよう、「おおいた不
妊・不育相談センター」において、専門相談をはじ
め、心の悩み、妊活相談、若い世代の健康相談な
ど、様々な相談を受け付ける。

2

・2050年、国はカーボンニュートラルを打ち出した。大分
県としても、県内のＣＯ２排出量ゼロを掲げるのか。
・ＩＣＰＰは、パリ協定の努力目標である1.5℃以内の達成
は遠のいたとの報告を８月に出した。このまま世界の取
組が遅れると、２℃の達成も難しくなる可能性がある。大
分県は、これまで大手製造業の貢献も寄与し、県民所
得、雇用等で恩恵に預かってきた。一方、一人当たり県
民所得のＣＯ２排出量は国内トップである。県民の意識向
上施策にとどまらず、オール大分（行政、企業、個人）で、
具体的な推進事項と目標を掲げて、取組を急ぐべきだと
思う。

資料4
P7（43）

地域気候変動対策推進事業 52,755

・2050年カーボンニュートラルの達成に向け、本県の
強みを生かした「脱炭素先行地域の創出」に取り組
む。
・また、本県は産業部門のCO2排出量が多いもの
の、官民一体となって脱炭素社会に向けた取組を進
めている。
・今後は、県有施設で再エネ設備導入の実証実験等
を行うなど、地域の企業、関係者の取組を加速化
し、脱炭素を地域の成長に繋げていく。

生活環境部

令和４年度当初予算案への意見反映状況について

意　見　要　旨 予算案頁
(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

【安心】　１　一人ひとりの子どもが健やかに生まれ育つ温かい社会づくりの推進　～子育て満足度日本一の実現～

【安心】　４　恵まれた環境の未来への継承　～おおいたうつくし作戦の推進～　（【活力】　３　地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興）

福祉保健部

・男女問わず自分の体についてよく知る必要があると思
う。飲酒・喫煙が体に及ぼす影響や、違法薬物などの理
解を深め、生涯を健康で過ごすための知識をもう少し若
年層が理解すべき。若い世代があまり病院に行かないの
で、月経困難症など不妊につながるような症状を見落と
し、いざ結婚して出産を望んでも、できない場合がある。
高校生など若い世代がライフプランを組み立てられる大
人になってもらうよう、情報提供を進めてほしい。

1
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

資料4
P7（49）

「山の日」レガシー推進事業 13,000

・昨年８月にくじゅう連山を舞台に開催した第５回「山
の日」記念全国大会では、本県の豊かな自然環境を
守り、次代につなげていくことの重要性を再認識でき
た。
・また、現在の自然やアウトドア志向の高まりも踏ま
え、自然環境保全や環境教育の取組等を引き続き
支援していくとともに、県内アウトドア情報の発信強
化にも努めていく。

生活環境部

資料4
P21（166）

ツーリズム推進基盤強化事業 52,613

・本県では豊かな地域資源を活かし、ジオパークや
祖母･傾･大崩ユネスコエコパークなどの取組を行っ
ているが、新型コロナウイルスがもたらした価値観の
変化やアウトドア志向の高まりを踏まえ、自然の「保
護と活用」を車の両輪として推進していくことが重要
である。
・アウトドアガイド認証制度については、関係事業者
や旅行業者、行政機関等で検討委員会を立上げ、
本県独自の制度を創設し、「観光客への安全・安心
の提供」と「事業者の活動への品質担保」を通じて、
自然体験型観光コンテンツを『稼げる産業』に育成す
る。

商工観光労
働部

4

・子ども達の身近な所で、違法な資金集めをするための
集まりや声掛けがあり、違法と判断する力がない子ども
達は安易な方法で儲け話だと思い、参加してしまう。どの
ように経済が動いていて、お金を儲けることが出来るかな
ど、中高生頃から正しい情報を得ることが重要である。 資料4

P8（58）
消費生活安全・安心推進事業 47,067

・県では、関係機関が連携・協力して青少年の被害・
加害防止に取り組んでいる。
・金銭教育や消費トラブルの防止のための授業につ
いては、大分県金融広報委員会と連携して「巣立ち
教育出前講座」を高校生向けに開催している。
・来年度は、より多くの「巣立ち教育出前講座」が円
滑に開催されるよう学校との連絡・調整を図るため、
新たに、消費者教育コーディネーターを各学校に派
遣する。

生活環境部

5

・NPOなどが相談できるワンストップの総合相談窓口があ
るとよい。相談窓口の設置が難しければ、支援団体との
情報共有の場があればと思う。

- ふるさと創生NPO活動応援事業 23,665

・（公財）おおいた共創基金が運営する「おおいたボ
ランティア・NPOセンター」では、NPOから寄せられる
助成金申請や団体の設立・運営、効果的な情報提
供などの相談にワンストップで対応するよう努めると
ともに、必要に応じて関係機関を紹介している。
・来年度は、運営アドバイザーにSNS等社会的ニー
ズに沿った専門家を追加するなど、相談機能を強化
するとともに、NPOが他団体と連携して地域課題に
取り組む事業を新設し、支援団体との更なる情報共
有も進めていく。

生活環境部

3

・自然環境を単に温存しようとし、野山や湿原が荒廃して
きた例が全国各地に見られる。それを防ぐため、自然の
美しさや素晴らしさを直に触れ、自然を守るために何が必
要なのか考えてもらうことが必要。特にコロナ禍で観光
ニーズが変化している今こそ、「保護と活用」策を同時に
進めることが重要。
・長野県には数多くの登山ガイドの組織があり、登山客を
ガイドするだけでなく、修学旅行生や県内の児童生徒に
対する野外教育、自然保護に関する各種調査、野鳥保
護、そして登山道の整備、宿泊施設と提携したツアープラ
ンの企画・案内、ワーケーションなどにも取り組んでいる。
医療スタッフや外国語に堪能な人材も集まり複数の言語
による海外客の案内なども行っている。
・自然に関わって働きたい若い人の移住なども期待でき、
その効果は観光だけに留まらないことから、大分県のア
ウトドアガイド認証制度には大いに期待している。

【安心】　５　安全・安心を実感できる暮らしの確立

【安心】　７　多様な主体による地域社会の再構築
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

6

・コロナ禍は、悪いことばかりでなく、地域を考える良い機
会にもなった。「暮らすように旅する時代」となったが、暮
らすように旅するという動きは、地域との関わりが密接に
なってくるので、地域の人たちと地域づくりについて考え
ていく必要がある。暮らすように旅するとは、移住定住の
推進という面で観光が持っているもう一つの力になる。芸
術文化スポーツ、宇宙港は、大分が選ばれることにつな
がると思う。
　風通しが良くてワクワクする田舎になれるチャンス。大
分観光の挑戦の時になるのではないかと思う。

資料4
P13（98）

関係人口創出事業 18,578

・地域の人たちと地域のことを考えていく上では、新
たな気づきを与え活性化の原動力となる人材が必
要と考える。そこで、都市圏において大分との関わり
に意欲のある参加者を集め、地域活性化のキー
パーソンを交えたミーティングや現地調査を実施し、
関係人口を巻き込んだ地域活性化のプロジェクトを
生み出すことで継続的に地域に関わる人材を確保
する。

企画振興部

-

防災行動定着促進事業 15,605 ・SNSを活用した防災情報の配信や、コロナ禍にお
ける「新しい防災様式」の定着に資する防災啓発動
画の配信などにより、教員を含め広く県民に啓発活
動を行い、時代の変化に即した、効果的かつ持続可
能な防災対策を促進する。

資料4
P10（67）

防災テクノロジー活用推進事業 12,840 ・平成29年九州北部豪雨や台風第18号、令和2年7
月豪雨など自然災害の激甚・頻発化が進む中、県
防災のさらなる高度化に向けて、ＡＩやドローン・衛星
等の先端技術の活用を推進する。

8

・ベリーツを全国へ向けてＰＲしていく重要な時期。味にバ
ラつきがみられるので品質の安定を図るためにも加工品
の需要を充実させ、一定糖度以下のものは全て加工へ
回せる体制を早く整える必要がある。

資料4
P14

（101，102）

短期集中県域支援品目販売戦略推進
事業(販売)

短期集中県域支援品目生産拡大推進
事業(生産)

The・おおいたブランド流通販売戦略
推進事業

20,000

378,640

43,140

・出荷市場における定期的な外観調査、糖度測定等
の実施と産地側へのフィードバックによる品質向上
や、小玉果や規格外品を活用した加工品開発につ
いて引き続き取り組む。
・販売面では、百貨店や量販店と連携したフェア開
催やＥＣサイトでの販売拡大、ＳＮＳを活用した情報
発信などにより販売力強化と認知度向上を図る。
・生産面では、技術の高度化や栽培施設の機能強
化、パッケージセンター整備による省力化と品質の
高位平準化どに取り組み生産拡大・品質向上を図
る。
・これら生産から販売に至るボトルネックの解消を
パッケージで支援しブランド力強化を図る。

農林水産部

9

・新たな商品づくりばかりではなく、どう販売するかをしっ
かり考えるべき。今年、カボスが豊作で県内市場の価格
が低迷したため、「食べチョク」や「ポケットマルシェ」での
販売を試みた。都内を中心に多くの注文があり、消費者
から「普段はかぼすが手に入らない、手に入ったとしても
ちょっとしぼんで時間が経ったようなかぼすしか手に入ら
ず、こんなに新鮮で美味しいものだと初めて知った」との
意見が寄せられた。良い物が沢山あっても、どう市場に
流通させるかが重要。お客様に届くような売り方を考える
必要がある。

-
The・おおいたブランド流通販売戦略
推進事業

43,140

・県産農林水産物を多くの消費者に届けられるよう、
関係団体とも連携し、情報収集・情報発信による認
知度アップと販売力強化、販路多角化を支援する。
・コロナ禍で需要の高まっているネット販売につい
て、ＥＣサイトとの連携や研修会の開催など通じ販売
力強化を図る。
・高品質な「大分かぼす」を消費者に届けるため、産
地での出荷時から出荷市場、販売の各段階で品質
チェックを徹底するとともに、取扱店舗自らによる品
質チェックについて強化徹底を図る。

農林水産部

7

・防災はアプリやＤＸを使っていかに家庭の中で浸透させ
て早期避難を図っていくかが喫緊の課題。学校教育で取
り組むことも指針には記載されているが、先生の防災教
育をどの程度進めていくのかが記載されていない。地域
防災力を高めていくために、教員への防災教育の視点を
加えていくことも重要。

防災局

【安心】　８　強靱な県土づくりと危機管理体制の充実

【活力】　１　挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

10

・大分型担い手の確保がどのようなものか分からないが、
これほど行政がバックアップしてくれる県もないと思う。農
業を学び、独立または親元就農することや、基盤整備な
どソフト面・ハード面での支援があることを県内外に情報
提供するべき。

- 農業担い手確保・育成対策事業 30,372

・県内外における相談会、フェアの開催や、就業支
援ポータルサイト「おおいたで働こう」などのホーム
ページ、各種ＳＮＳを通じて、各種支援策やイベント
情報などを提供している。
・また、本年度11月から県公式LINEに「農林水産業
専用メニュー」を新たに設け、プッシュ型での情報提
供を開始した。
・加えて、年度内に県庁ホームページに「農林水産
業ポータルサイト」を開設し、就業希望者や既就業
者に対して幅広い情報提供ができる体制づくりを進
めており、引き続き、相談会やフェアを通じた情報提
供やホームページ等様々な手段による情報発信に
ついて強化を図る。

農林水産部

11

・DXについて、中小企業はほとんどの会社がトランス
フォーメーションの段階ではない。デジタル化からデジタイ
ゼーションへ、さらにトランスフォーメーションという３段階
のロードマップを意識した施策をつくれば、中小企業同士
でデジタル化を進めて新たなビジネスが生まれるなど、地
域でのＤＸが身近に感じられると思う。

資料4
P18（139）

おおいたDX共創促進事業 133,510

・民間事業者等のＤＸを推進するため、ＤＸ理解促進
セミナーや相談会を実施するとともに、ＤＸに取り組
む事業者と支援する企業を繋ぐパートナーシップの
形成やモデル事例の創出に向けた伴走支援等に取
り組む。

商工観光労
働部

12

・小中高学校でのプログラミングに加え、情報セキュリティ
もセットで基礎教育として進めてほしい。 資料4

P18（140）
おおいたDX推進事業 68,708

・小中学生向けプログラミングコンテストや高校生向
け出前事業等を実施する中で、情報セキュリティに
関する啓発も行っていく

商工観光労
働部

13

・新産業の創造には非常に時間がかかる。研究会等をつ
くり、県からの情報提供と民間が持っている情報とをミック
スしてしっかり情報交換して進めてほしい。
・２、３年の期間で結果を求められても難しいので、民間
企業が参加している以上、もっと長期的に考えてほしい。
・宇宙に関しては、情報が少なく、どういう仕事があるの
か手探りで進めているところであり、県の担当者も数年で
変わるのではなく、専門家を育て長期的に取り組んでほ
しい。そうしないと宇宙港などは成功しない。

資料4
P10,19

（73,144,146
）

先端技術挑戦プロジェクト推進事業

次世代モビリティサービス活用促進事
業

先端技術を活用した企業防災力向上
事業

スペースポート推進事業

衛星データ活用推進事業

77,469

16,000

10,500

63,809

16,446

・R4年度事業においても、先端技術挑戦協議会をは
じめ、検討会やコンソーシアムを中心に産学官が連
携しながら民間のビジネス化等に向けた取組を支援
していく。
・また、宇宙関連においても引き続きセミナー等を通
じた情報発信を行うとともに、「おおいたスペース
フューチャーセンター」をはじめ民間との連携、情報
交換を進める。

商工観光労
働部

- サービス産業先端技術活用実証事業 8,490

・キャッシュレスと親和性の高い先端技術を活用した
店舗オペレーション等について導入実証を行い、中
小企業・小規模事業者にそのメリットを周知しさらな
る普及を目指す。

-
地域デジタル活用支援員育成事業 4,991

・誰一人取り残さないデジタル社会の実現に向け、
高齢者等がＩＣＴ機器・サービスの利用方法に関し、
身近な場所で身近な人に気軽に相談できる「大分県
地域デジタル支援員」を育成し、地域で支え合う体
制を構築する。

-

行政手続電子化推進事業

キャッシュレス対応推進事業

22,317

18,222

・行政のデジタル化については、簡易な操作で申請
可能な電子申請システムの導入や、県の収納窓口
におけるキャッシュレス対応を進めるなど、県民目線
で行政サービスを見直す。

総務部

14

・カンボジアでは、スマートフォンでのキャッシュレス決済
が都市部だけでなく、地方でも行われている。大分県では
クレジットカードの使用も困難な店舗が多くて、移住した
頃、非常に困った。
・高齢の方が自分で操作できるような簡単な仕組みづくり
も急務で、いずれは公的な書類は全て機械で出され、人
が不要になれば、都市部と地方での利便性の差も無くな
り、どこに住んでいても、どこでも仕事が出来る環境がで
きることが重要だと考える。より横断的な組織の柔軟な対
応を求める。また、親世代はまったく使えないため、使い
やすくてわかりやすい説明が必要と感じている。

商工観光労
働部

【活力】　２　活力と変革を創出する産業の振興
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

15

・DXについて、管理職等の学び直しが必要ではないか。

職員研修費 35,810

・管理職を含めて全職員を対象に、ＤＸの先進事例
や基礎知識の研修、ＤＸ推進の根幹の考え方となる
デザインシンキング研修などを引き続き実施。
・DX推進に向けた人材育成として、来年度から自治
体ＤＸ研修を新設し、DXの基本と自治体におけるDX
実践事例等を学ぶ。また、本年度、大分県ＤＸ推進
本部が周知した「デザインシンキング」を実際の業務
に活用するための政策研修を実施。このほか、「ITス
キル向上研修」を個人の習熟度に合わせて学べるよ
うｅラーニングで実施。

商工観光労
働部
総務部

16

・宿泊産業は負のスパイラルに入っている。大分県の宿
泊産業は家族経営で規模が小さいので、大分県の観光
産業でのモデル的なDXができないかと考えている。大分
県の産業にあった小回りがきく、多様なDXモデルができ
たらと期待している。

資料4
P19（143）

宿泊事業者デジタル活用促進事業 13,785

・宿泊事業者等のデジタルデータの活用を促進し、
経営力向上や課題解決に対する取組を支援すると
ともに、来年度からは、デジタル企業と中小企業の
共創によるモデル事例創出を目指した「DXパート
ナーズ」事業を実施予定であり、宿泊業での事例創
出にも取り組んでいく。
・また、「観光統計調査」のシステム化により省力化
や精度向上を進めることで、宿泊事業者等がデータ
に基づく経営戦略の改革に取り組む環境を整備する
とともに、調査結果等のオープンデータ化を進め、市
町村やDMO、大学等研究機関などによる高度利用
環境を構築する。

商工観光労
働部

17

・感染が落ち着いた近隣地域からの誘客を進めていただ
きたいが、自家用車だと日帰りになる傾向があるので、宿
泊できるように推進してほしい。またコロナで飲食店が閉
店し、昼食時など時間帯によっては客が集中し、接客機
会が失われている。シーズンではない時期の魅力磨きも
応援してほしい。

-
観光産業リバイバル推進事業（12月
補正）

382,500

・ポストコロナの新たな旅行者ニーズに対応した誘客
対策や事業者支援により、観光業を再び活性化さ
せ、「おんせん県おおいた」の力強い復活を図る必
要がある。そのため、地域が自ら実施するポストコロ
ナを見据えた観光素材の磨き上げや、観光課題の
解決に向けた取組を支援していく。

商工観光労
働部

18

・大分県のブランド力はなかなか上昇しない（23位⇒26
位）。県の指針に掲げられた一つ一つの項目は総花的で
はあるがよくできている。これらの政策・施策をきっちりと
実行していけば、もっと評価されるべきと思うが、そうは
なっていない。何かが足りないということ。その原因を突き
詰めていかなければならない。

資料4
P21（168）

おおいたブランド戦略強化事業 116,917

・20代、30代の若年女性をターゲットにした「edit
Oita」は、若年層からの評価が高くなっていることか
ら、今後もさらに磨きをかけ情報発信に努めていく。
また、12月から開始した新プロモーション「宇宙ノオ
ンセン県オオイタ」は、将来、大分空港が宇宙港にな
ることを捉え、宇宙と温泉をテーマにPRするもので、
既に大きな反響とメディア露出に成功している。この
事業についても引き続き大分県のイメージ向上に繋
げていけるよう取り組んでいく。

企画振興部

【活力】　３　地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

19

・情報の伝達方法はアナログからデジタルの過渡期なの
で難しい面もあるが、スマホから情報収集する若い世代
に加え、テレビや紙媒体から情報収集する高齢世代もい
るので、広報のデジタルデバイド対策に取り組む必要が
ある。

資料4
P21（168）

おおいたブランド戦略強化事業 116,917

・各部局で作成する各種PR素材について、効果的に
情報発信できるよう、専門人材（副業人材）を活用
し、コンテンツの制作から情報発信にいたるまで、一
貫してアドバイスをいただくこととしており、情報発信
にはデジタルマーケティングをしっかりと組み込んで
いく。

企画振興部

20

・県内でＳＮＳをやっている（たくさんフォロワーを有す）留
学生は５人もいないと思う。一方で日本全国には１００万
人以上のフォロワーを持つ留学生がたくさんいる。
・ＳＮＳに興味のある留学生に対し、インフルエンサーにな
るための講座を開催し、４年後卒業するときに、一定数の
フォロワーがいる学生には特別奨学金などを出すように
すれば、皆やる気が出ると思う。自費で情報発信しろと
いってもダメ、そんな時間があればバイトをする。行政も
（金銭的な）支援を。
・有名なインフルエンサーよりも、たくさんの留学生が、毎
月、情報発信をするのもよいのでは。

資料4
P21（169）

インバウンド推進事業 192,109

・本県は10万人あたりの留学生数が国内トップクラス
であり、安心して学べるための奨学金等を支給する
一方で、留学生を活用し、海外への県情報の発信等
も行っている。
・令和4年度には大学などと連携し、Youtubeチャンネ
ル等のSNSを活用した留学生による誘客対策や、留
学生と協力した効果的な情報発信を行って頂けるよ
うな事業を実施していく。

商工観光労
働部

- ＵＩＪターン就職等支援加速化事業 91,142
・高校生の県内就職を促進するためには、まず高校
生が県内企業の情報や魅力を知ることが必要であ
る。

- おおいた若者就職・定着応援事業 42,745

・オンライン企業説明会や校内企業説明会、県内企
業で働く職業人講話など、高校生と県内企業のマッ
チング機会を提供する。

21

・先日、大分上野丘高校の生徒さんに農業の現場や最先
端の農業や農業経営、女性の社会進出等についてお話
をさせて頂く機会を得た。そこでの感想は大分県に様々
な業種が存在すること、県外に出ることが当たり前だと
思っていたが、大分県でも自分が出来ることがあるので
はないかと思ったという感想を頂いた。県内の様々な仕
事について、高校生に情報発信することで、大分県内企
業や行政機関の魅力を知ってもらうことが重要だと痛感し
た。

商工観光労
働部

【活力】　５　いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり
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事　　業　　名 予算額
(単位:千円)

県の考え方及び対応方針
意　見　要　旨 予算案頁

(項目番号)

Ｒ４年度当初予算案への反映状況

部局名

資料4
P23（182）

私立学校理工系女子育成支援事業 7,492

・理工系分野への進学を選択する女子学生の割合
は低く、若年層の県外流出が課題となっている。
・我が国の科学・技術・工学・数学分野における女性
割合が低い一方、将来的に大分空港が宇宙港とな
るなど、本県の地方創生には、女性の活躍が不可
欠である。
・これらを踏まえ、女子教育の歴史を有する私学をモ
デルに、女子生徒に対する理工系選択の気運醸成
や理工系大学への進学率向上支援に取り組んでい
く。

生活環境部

資料4
P23（180）

女性の多様な働き方支援事業 53.213

・働きたい女性が、仕事と家庭の両立など様々な
ニーズに応じて、自分らしく働けるよう、多様で柔軟
な働き方を推進し、就業機会の創出を図ることが重
要である。
・自分らしく働きたい女性がライフステージに応じて
仕事を選択できるよう、支援員による伴走型支援や
マッチングイベント、職業体験などによる就労サポー
トを実施する。
・また、柔軟な働き方が可能な自営型テレワークの
普及・啓発を促進するとともに、女性が受講しやすい
託児付や短時間の職業訓練を実施し、スキルアップ
や就労を支援する。

商工観光労
働部

23

・今回も盛り沢山な女性についての記述にプレッシャーを
感じる女性も多いのではないかと思う。ＰＴＡやスポーツ少
年団で一緒になる女性達にも様々なタイプの人がいて、
リーダータイプの人、下支えが好きな人など地域や組織、
グループなどでしっかりと役割分担を決められると考え
る。家庭の中で家族を支えるのが好きな人も、職場で管
理職として働く人もいるはず。国は女性も働いて納税して
欲しいのかも知れないが、それぞれが自分の生き方を選
び、男女にとらわれず共により良い社会を築けるような支
援を望む。

資料4
P23（179）

女性が輝くおおいたづくり推進事業 27,378

・「第５次おおいた男女共同参画プラン」では、性別
にかかわらず誰もが平等に尊重され、自らの存在に
誇りを持ち、健やかで心豊かに人生を送ることがで
きる男女共同参画社会の実現を目指している。
・来年度は、意識改革の取組として新たに、根強く存
在している無意識の思い込み（アンコンシャス・バイ
アス）の解消に向けた普及啓発も進めていく。

生活環境部

24

・フリースクールの運営は、月謝という形をとっている。学
校に行けない子どもたちが増えており、低所得者世帯へ
の支援を考えてほしい。
・GIGAスクール構想で端末の配備が進んでいるが、フ
リースクールにはなかなか届いていないのが現状。条件
付きでも端末を持たせることも必要ではないか。 資料4

P23（202）
いじめ・不登校等解決支援事業 267,030

・フリースクールに通う児童生徒の学校復帰や社会
的自立を支援するため、心理的ケアや家庭環境等
の諸問題に専門的な知識や経験を有するスクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカーを要請
に基づき派遣する。
・また、県及び市町が設置する「教育支援センター」
（利用無料）において、学習支援や体験活動の実
施、教育相談等を引き続き実施する。
・児童生徒に対しては、全ての市町村が端末の持帰
りを許可としている（うち２市は使用場所を家庭に限
定する等の制限あり）。

教育庁

【活力】　６　女性が輝く社会づくりの推進

【発展】　１　生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造

22

・女性が輝くについて、指針に盛り込まれているのはい
い。先日、dot.のイベントに参加した大学生から、大分県
も魅力的な働き場所だという発言があった。ただ、一度社
会に出て出産した方に聞くと、働きたいと思う場所とマッ
チングできていないという意見も多く聞く。女性の働く場所
の拡大が重要であり、支援や具体的な施策が必要と感じ
る。理系イコール男性ではなく、宇宙港などの最先端分野
で活躍するのが女性でもよい。そういった尖ったアプロー
チを施策として打ち出してみてもよいのでは。
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25

・私学の中学高校の現場では、コロナ対策でICT端末を導
入したが、まだ活用出来てない状況。また、端末を使った
いじめが起こるかもといったマイナス面を気にする教員も
いる。ICTは魅力的なところもあるのでPRして活用を進め
ていきたい。
・私立高校のリケジョの取組は尖っていて良いと思うが、
私学の現場の先生からは、女子だけでいいのかと、男女
平等に過剰反応している。

資料4
P23（182）

私立学校理工系女子育成支援事業 7,492

・他県では、タブレット端末を使ったいじめについて
報道があったものの、１人１台端末は、令和の学び
のスタンダードと言える。
・本県ではネット利用のワークショップや、家庭での
「ルールづくり」の支援を進めており、各私立学校に
おいても、これらの取組と連携しながら、生徒に対す
る情報モラル教育に取り組んでいただきたい。
・理工系女子の育成については、女子の割合が低い
という課題解決のため、重点的に取り組みたいと考
えているが、事業実施にあたっては、男子生徒の参
加も検討していきたい。

生活環境部

- 地域連携プラットフォーム推進事業 13,346

・県内大学等における多様な人材の育成や地域課
題の解決に向けた産学官連携の取組に、引き続き
取り組んでいく。 企画振興部

資料4
P23（182）

私立学校理工系女子育成支援事業 7,492

・理工系女子の育成には、身近で、具体的な目標と
なる女性が少ないことが課題であることから、女子生
徒と理工系女子大学生や地元企業の理工系女子社
員との交流の機会を設けることが必要である。今後
の事業実施にあたっては、おおいた地域連携プラッ
トフォームや県内大学、地元企業とも連携していきた
い。

生活環境部

資料4
P27（211)

東アジア文化都市２０２２大分県開催
事業

351,768

・令和４年度の東アジア文化都市事業において、芸
術文化団体や市町村と連携した公演等を開催すると
ともに、機運醸成を図るため、JR大分駅周辺を装飾
するシティドレッシングに加え、マスメディア等の広告
を起用し、イベントに連動した広報を展開する。

資料4
P28（216）

ツール・ド・九州推進事業 32,056

・国際サイクルロードレース「ツール・ド・九州２０２３」
の開催に向け、機運醸成・広報の一環として、500日
前・400日前・300日前・200日前などの節目毎にサイ
クル体験イベントやキャンペーンを実施するととも
に、学生によるサイクル食「開発」の取組や、道の駅
と連携したサイクル食の「発掘」を行うおおいたサイ
クル食プロジェクトの実施、スパークルおおいたを活
用した学校訪問などの方法により大会の広報と機運
醸成に幅広く取り組む。

28

・ラグビーについて、１年半ぶりの合宿で日本代表選手が
集まり、大分が選ばれている。その後、キヤノンイーグル
スをはじめ５チームが合宿を、３チームが試合で大分に来
ていただけた。選手からは大分県に来れて良かったとの
満足の声もいただいている。
・なお、山梨県をはじめ他県でもキャンプ誘致の動きがあ
る。次にまた大分県に来ていただけるよう尽力したい。

- 大分スポーツ地域活力創出事業 48,535

・地域経済の活性化や地域の知名度向上を図るた
め、ラグビー日本代表合宿や東京２０２０オリ・パラ
事前キャンプの成果を一過性のものとせず、ナショ
ナルチームやトップチームのトレーニングキャンプの
受入れに向けて市町村等とも連携しながら取組を強
化する。

企画振興部

企画振興部

【発展】　２　芸術文化による創造県おおいたの推進　、３　スポーツの振興

26

・おおいた地域連携プラットフォームについて、人材育成
と地域課題の解決に産学官連携して取り組んでいるとこ
ろ。過去に高校でキャリア教育のプログラムを女子生徒
に限らず男子生徒も含めて実施したことがあったが、生
徒からの反応が非常によかった。ダイバーシティの視点
で考えていくことが大事と考える。プラットフォームも協力
していく。

27

・芸術文化とスポーツ振興、どちらも「子育て」や「移住」の
決め手となる大きなキーワード。演じる、鑑賞する、身体
を動かす、観戦応援する。すべての年齢層の人が生き生
きと暮らす「健康寿命日本一」の実現に向けて、大分県に
とって必要不可欠な分野なので広報部分にまとまった予
算の投入が望ましい。
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29

・会議所で四半期ごとにアンケートをとっているが、今月
の調査結果によると、景気状況は交通・運輸だけが下
がっているがその他は上向いている。今年最低賃金があ
がったが、こちらも交通・運輸が最も深刻な影響をうけて
いる。人流が止まったのが一番大きいと考えている。九州
は隣県が近いが、県をまたいだ支援策がないので、支援
が行き届かない部分がある。九州全域で支援を受けられ
るよう、情報発信やキャンペーン等をお願いしたい。

資料4
P29（222）

公共交通活性化促進事業 124,000

・バス、航空機、フェリー等交通機関は、新型コロナ
ウイルスによる外出自粛の影響を受け、利用者の減
少が長期化しているため、交通機関を利用した本県
への誘客を促進し、航路の活性化を図るため、各交
通機関の特性を活かした企画商品の造成と発信を
支援する。

企画振興部

30

・「大分空港」や「大分駅」に到着した後にどこへ、どのよう
にして人を誘導するのか、ホーバークラフトの復活もある
なかで、大分ならではのモビリティの整備の議論が高まる
ことに関心を寄せている。

資料4
P29（225）

大分空港を起点としたMaaS実証事業 10,000

・大分空港を起点としたMaaSの導入について、交通
事業者や自治体等から幅広く意見を聴取し、複数の
公共交通を組み合わせ、検索・予約・決済までを一
括で行える実証実験を実施する。

企画振興部

31

・MaaSがホーバーの導入時にできることが大切。２０２３
年に向けて、観光、交通など多くの関係機関がつながる
とよい。移動にハードルが高いとリピートにつながらない。
西大分地区にグリーンスローモビリティを入れるとかすれ
ば、活性化につながるのではないか。

資料4
P29（225）

大分空港を起点としたMaaS実証事業 10,000

・大分空港を起点としたMaaSの導入について、交通
事業者や自治体等から幅広く意見を聴取し、複数の
公共交通を組み合わせ、検索・予約・決済までを一
括で行える実証実験を実施する。
・また、次世代モビリティサービスについても、全国
の先進的な取組事例や実用化の動きを注視しなが
ら、活用を検討する。

企画振興部

【発展】　４　「まち・ひと・しごと」を支える交通ネットワークの充実
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